




　蒸しॵい時期に入った。東京では今年はまだӍが少ないが，蒸しॵさは変わらない。৸入

る際にはエアコンを使ってしまう。またこの時期が来たのだと思う。

　今年の夏はॵい日が続くのか，電力需要の見通しはどうなるか，供給は大ৎ෉か・・・

仕事ฑ，気になる。東日本大਒ࡂから６年。節電は比ֱ的定着し，電力需要は落ち着いている。

供給力も͗り͗りの所から何とか予備率が高まってきた状況だ。ただし，急な発電所のఀࢭ

などいつ起こるかわからない。油அはې物。やはり予備率の確保，安定した供給は大事だ。

　自୐の電力料金の明細を見る。実は，今年からଉ子が一人฻らしを始め，世帯の人数が 1

人少なくなった。わが家の電力需要はおよそ２割減。独りほくそসむが，冷੩に考えると仕

送り先のଉ子の電気料金も私が立てସえている。ଉ子が電力料金をいくら෷っているか，そ

んな情報をଉ子が送ってくるはずもなし。全体の支෷いはむしろ増えているのだろう。う〜ん，

਌のਏさが身にછみる・・・

　内༁に載っている再生可能エネルギー発電のො課金を見る。約 600 ԁ。料金全体の１割以

上だ。ཪ面を見ると੥求料金に含まれているものが他にもある。使用済燃料再処理等既発電

相当ֹ，電源開発促進੫など。正確な記載であるが，一般には少々わかりにくいかもしれない。

単価の比ֱもできる。再生可能エネルギー発電のො課金は１kWh 当たり 2.64 ԁ，再処理等既

発電相当ֹは 0.112 ԁ，電源開発促進੫は 0.406 ԁ。

　再生可能エネルギーの導入֦大に取り組むことがエネルギー政策として重要であることは

論を待たない。それにしても，再生可能エネルギー発電のො課金は急上昇だし，相当の規模だ。

これを家庭を含めた全ての需要家の皆さんに負担していただいているのだから，やはり負担

と導入のバランスは考えなければならないと思う。今，再生可能エネルギーの大量導入へ向

けた論点整理が行われている。しっかりと現実を見つめ，より望ましい姿を追求する。こう

した姿੎で，努力をଵらず，それを継続することを肝に໏じて，仕事にᬏ進したいと思う。

　ॵい夏は目の前だ。今໷もエアコンに，う〜〜ん，やっͺり頼るかな・・・

小ᖒ　య明 資源エネルギー庁
資源エネルギー政策統括調整׭
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夏，電力，ときどき私
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はじめに

小野崎　「エネルギー需給見通し」（平成 27 年
７月）では，2030 年度の総発電量で LNG 火力
27％，石炭火力 26％，石油火力３％，火力合
計で 56％という目標になっています。平成 27
年度，平成 28 年度に，資源エネルギー庁石炭

座　談　会

2050 年に向けたわが国の火力発電技術開発

小林　由則 東京大学　生産技術研究所　
特任教授

課主催，NEDO 共催で「次世代火力発電の早
期実現に向けた協議会」（以下，次世代火力協
議会）が開かれ，火力を中心に二酸化炭素（CO2）
回収も含めた 2030 年までの「次世代火力発電
に係る技術ロードマップ」（以下，技術ロード
マップ）が作成されました。
　本日は，技術ロードマップに照らして，皆
さんの火力への関わり方とロードマップへの
コメントを伺うことから始めたいと思います。

渡辺　紀徳 東京大学大学院　工学系研究科
航空宇宙工学専攻　教授
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エネルギー技術研究所　副所長

山内　康弘 三菱日立パワーシステムズ㈱（MHPS）エンジニア
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技術ロードマップを巡って

小野崎　最初に，NEDO でクリーンコール技
術のリーダーである在間さんから技術ロード
マップの趣旨と特徴についてご紹介いただき
たいと思います。

技術ロードマップの紹介

在間　小野崎さんや小林先生にも委員として
参加して頂いて，次世代火力協議会を開催い
たしました。次世代火力協議会では，① 2030
年度までのエネルギーミックスの着実な達成
のためにエネルギー効率の高い火力発電をど
う実現するか，② 2030 年度以降を目指した環
境と経済を調和させた CO2 削減技術をどう導
入していくかについて，専門の方々からご意
見をいただいて「技術ロードマップ」をとり
まとめました。
　2030 年度での高効率火力発電の実現に向け
て，図 1にあるように，2025 年度には，究極
の高効率発電技術であるガスタービン燃料電
池複合発電（GTFC）や石炭ガス化燃料電池

複合発電（IGFC）の技術を確立することを目
標としています。
　また，図 2に示すように，既存技術を高効
率化する技術も併せて促進していきます。図
2の第 1 世代は，ガスタービンや蒸気タービ
ンを単体で使用する技術。石炭火力でいえば
先進超々臨界圧（A-USC）という，商業化済
みの超々臨界圧（USC）の蒸気条件を 700℃
級まで上げて発電効率 46％を目指す高効率化
技術です。LNG 火力のところにある高湿分空
気利用ガスタービン（AHAT）というのは，
中小型のガスタービン複合発電に対し，高温

図 1　次世代火力発電に係る技術ロードマップ

（出所：次世代火力発電の早期実現に向けた協議会，2016 年 6 月 30 日）

在間　信之 氏
（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構
環境部　統括研究員（クリーンコール）
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の水蒸気を混入し，ガスタービンに蒸気ター
ビン機能を持たせ，中小型ながらも高効率発
電を実現する技術です。
　第２世代としては，今 1600℃級まで商業化
されているガスタービン複合発電（GTCC）
のガスタービンを 1700℃級，さらに 1800℃級
と高温，高効率化していく技術があります。
また，石炭ガス化複合発電（IGCC）について
は，ガスタービンの温度を上げつつ効率も高
めていこうとしています。中型 IGCC では，
空気吹き IGCC が勿来で商業化済みで，さら
に広野でも商業化されつつあります。酸素吹
き IGCC についても，中国電力㈱大崎発電所
で実証試験が進められているところです。
　第３世代は，ガスタービンと燃料電池を組
み合わせたものです。まずは LNG を燃料とす
る中小型 GTFC の技術を実証し，それと並行
して小型の IGFC から大型の IGFC へと 2025
年を目途に技術確立を目指しています。
　2030 年度以降を見据えた取組としては，
CO2 回収・利用・貯留（CCUS）技術と水素
発電技術があります。大幅な CO2 削減をどう
するのかと共に，CO2 フリーの水素をどう使っ
ていくのかということです。まずは水素の混
焼ガスタービンから始まり，専焼ガスタービ
ンへということで CO2 排出のない発電システ

ムを創っていくことを目指しています。
　図3には，NEDO として取り組むべき CO2 
回収技術を示しています。CO2 回収では，経
済性を高めるために，投入エネルギーの最小
化と装置のコストダウンが重要で，まずは回収
CO2 当たりの低コスト化を目標としています。
　現在，微粉炭火力の燃焼後 CO2 回収には化
学吸収法が使われていますが，IGCC と組み合
わせた場合，高圧下の CO2 回収には物理吸収
法が有利と考えられています。電源開発㈱若
松研究所で行われていた「多目的石炭ガス製
造技術開発」（EAGLE）でも物理吸収法がパ
イロットプラントに導入されました。さらに，
大崎クールジェン㈱の酸素吹き IGCC 実証試験
の第２段階でも物理吸収法の性能を確認しよ
うとしているところです。最終的な CO2 回収
技術として，膜分離法があります。膜分離法
は高圧システムに適しているので，2030 年度
頃までには確立したいと思っています。
　燃焼後回収で高濃度 CO2 を得る技術とは別
に，酸素燃焼法で排ガス中の CO2 濃度がほぼ
100％になるシステムを作るとか，クローズド
IGCC（酸素燃焼 IGCC）で，排ガス中の CO2

を石炭搬送とガス化に使い，酸素燃焼ガスター
ビンを用いて，排ガスを CO2 リッチにして，
CO2 回収装置を不要とするシステムを開発し

図２　次世代火力発電技術の早期確⽴，実⽤化に向けた⼯程表

（出所：次世代火力発電の早期実現に向けた協議会，2016 年６月 30 日）

季報エネルギー総合工学
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ているところです。これらシステム技術の確
立を次の CCUS につなげていこうと考えて，
技術ロードマップを作成しました。

技術ロードマップへのコメント

小野崎　次に，ご出席の皆さんが技術ロード
マップに載っている技術のどれに絡んでおら
れるのか紹介していただきたいと思います。
メーカー代表として，三菱日立パワーシステム
ズ（MHPS）の山内さんからお願いいたします。

山内　MHPS は，三菱重工業（MHI）と日立
製作所が出資して設立された会社ですから，
ほとんど全部の技術に絡んでいます。
　まず，IGCC についてですが，空気吹き
IGCC はすでに勿来で商用運転が始まってい
ますし，酸素吹き IGCC では，昨年度末にプ
ラントを引き渡し，今年度から大崎クールジェ
ン㈱による実証試験が行われています。
　燃料電池に関しては，NEDO の支援の下，
MHPS で 1 ＭＷ機を開発中です。その後はど
うシステム化していくかが課題になると思い
ます。
　LNG に関しては，国家プロジェクトとして

1700℃級ガスタービンを開発させていただい
ています。日立製作所が AHAT の開発を行っ
ていたので，今は MHPS が実施しています。
　CO2 回収技術に関しても，今，MHI が開発
したアミン溶液を使った化学吸収法の CO2 回
収量 5,000 トン／日のプラントがアメリカで
これから動こうとしています。コストの問題
は残っていますが，燃焼後の CO2 回収技術は
確立されていると思います。
　クローズド IGCC については，燃料電池部
と一緒に開発中で，今，長崎にある石炭処理
量 24 トン／日のガス化炉で実証試験を実施し
ています。

小野崎　今，キーワードとして「燃料電池」
が出ましたので，永年開発に携わってこられ
た小林先生にお話を伺いたいと思います。

小林　私は，火力全般，特に石炭焚きの USC
と IGCC，そして燃料電池，特に SOFC と水
電解水素製造，さらに大学に来てからは，再
生可能エネルギー（再エネ）も含めた「エネ
ルギー変換工学」をライフワークとして取り
組んでいます。
　「長期エネルギー需給見通し」では，天然ガ

図３　次世代のCO2 回収関連技術の開発見通し

（出所：次世代火力発電の早期実現に向けた協議会，2016 年６月 30 日）
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スと石炭を主燃料とする火力発電が 2030 年度
のわが国電源の 56％を占めており，先進諸国
の中でも際立って高い比率での貢献が求めら
れています。従って，その分なおさら CO2 削
減のための高効率化技術の開発を加速してい
くことは，わが国にとって極めて重要なミッ
ションであると考えています。
　また，中国やインドを中心とした新興国に
は，未だに電化の恩恵に浴していない 10 億人
以上の人々がいます。これらの新興国で世界
の 8 割近い石炭を消費しているわけですから，
わが国の技術革新による国際貢献が重要であ
ることは，グローバルな観点からも誰も異論
がないと確信しています。従って，この技術
ロードマップは，特に燃料電池について時間
的に非常に厳しいものではありますが，この
スピード感は何としても守らなければいけな
いと強く感じているところです。
　同時に，最近の石炭火力に対する厳しい論
調からすれば，わが国の 2030 年の目標も，決
してそれ以降に向けた十分条件とは言えない
レベルだと考えます。やはり，われわれエネ
ルギー関係の研究者，実務者が相当な危機感
と覚悟を持って，再エネと火力発電のエネル
ギーミックスに本腰を入れていかなければい
けないと感じています。

小野崎　IGCC の高効率化と同時に CO2 回収
技術の確立を進めなければいけません。高い
発電効率を維持しながら CO2 回収を行うク
ローズド IGCC に永く携わっておられた原さ
んにお話を伺いたいと思います。

原　私は IGCC を専門にやってきましたの
で，空気吹き IGCC の勿来 10 号機が商用運転
まできたことに感慨深い思いを持っています。
IGCC の着実な普及のために，引き続き必要な
技術の評価を継続していきたいと思っていま
す。そういった技術をベースに，電中研では，
CO2 回収をしてもできるだけ高効率を維持で
きるよう，NEDO プロジェクト「CO2 回収型

クローズド IGCC 技術開発」（2015 〜 2019 年度）
をMHPS，MHIと共同で実施しています。また，
高効率化という観点では，石炭火力の第２世
代技術の革新的 IGCC 要素技術として，水蒸気
ガス化や乾式ガス精製の開発も行っています。
　さらに，水素キャリアの 1 つとしてアンモ
ニアが注目されていますが，アンモニアを石
炭火力で混焼するとどうなるのかも，ここ数
年取り組んでいます。
　また，電中研全体としては，AHAT や固体
酸化物形燃料電池（SOFC）の研究も行って
おり，技術ロードマップの実現に貢献できれ
ばと思っています。

小野崎　IGCC を推進していく中で，効率向
上についてはガスタービンがかなり大きな要
素だと思います。ガスタービンがご専門の渡
辺先生からお話を伺いたいと思います。

渡辺　私の研究室は，もともとジェットエン
ジンやロケットエンジンの流体の研究室です。
ガスタービンについては，ジェットエンジンと
してのガスタービンを研究していますが，日本
ガスタービン学会で産業用や発電用ガスター
ビンの共同研究もやらせていただきました。
今，ガスタービン学会が中心になり，電中研の
とりまとめで，再エネが入ってきた時の急速起
動ガスタービンの先導研究を始めています。

山内　康弘 氏
三菱日立パワーシステムズ㈱　エンジニアリング
本部   ボイラ技術総括部  ボイラ開発部  部長

季報エネルギー総合工学
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　残念ながらこの技術ロードマップには，そ
の辺りはあまり入っていません。非常に複合
的な要因の中で，どのように日本のエネルギー
を考えて行くのかについて，議論やコンセン
サスが足りていないのではないかと痛感して
いますので，火力だけではなく，もう少し上
位の検討機関や決定機関が必要ではないかと
感じているところです。
　技術ロードマップに載っている技術の中で
は，AHAT の要素技術開発を日立製作所と共
同でやっています。AHAT では入口から水
を吹きますので，圧縮機の中に水滴が入って
きます。その水滴がどのようにガスタービン
圧縮機に影響を及ぼすのかといった基礎的な
研究や圧縮機内の流れの不安定現象のシミュ
レーションを行ったりしています。
　これから NEDO プロジェクトの中で，再
エネが大量導入された時にも電力系統が安定
するようなガスタービンを考えていきたいと
思っているところです。

高効率火力技術の必要性と今後の課題

小野崎　再エネの導入目標は，2030 年で 22
〜 25％です。そういう時代に火力には，負荷
追従性が求められてくると思います。今後火
力に求められる課題についてお話しを伺いた
いと思います。

調整力としてのガスタービンの急速起動

小野崎　最初に渡辺先生から，ガスタービン
の急速起動についてもう少しご紹介いただけ
ないでしょうか。

渡辺　2015 年度の NEDO エネルギー・環境
新技術先導プログラムに採択され，「再生可能
エネルギー大量導入時代の系統安定化対応先
進ガスタービン発電設備の研究開発」（2015

年２月〜 2016 年２月）を行いました。
　ジェットエンジンには，立ち上がりも立ち
下がりも急速であるという機動性があります。
部分負荷で高効率を維持するのはガスタービ
ンの弱いところですが，ジェットエンジンの
機動性と高効率を両立でき，なおかつ大型の
設備を開発するという新しい課題に取り組み
ました。
　この研究の背景には，「長期エネルギー需給
見通し」には，2030 年の電源構成において太
陽光発電（PV）が７％とありますが，PV は
稼働率がそれほど高くないので，膨大な設備
容量が必要になるという認識です。また，各
電力会社による認定量，接続申込量，接続可
能量を見ますと，東京電力㈱，中部電力㈱，
関西電力㈱は，今のところ，いくらでも対応
しますという態度のようですが，九州電力㈱
や東北電力㈱では，申込量が接続可能量をは
るかに超えてしまっています。特に PV だと，
夕方に電力が足りなくなりますから，それを
補完するためにガスタービンを急速に立ち上
げることを考え，そのためのガスタービン技
術を開発しようとしているわけです。
　研究の体制ですが，電中研が取りまとめで，
関連会社全て（MHPS，㈱東芝，IHI，川崎重
工業㈱）が参加しています。
　調査研究の結果，今後，大容量にせざるを
得ないということで，MHI 製の J 型ガスター
ビンの場合，コンバインドで起動時間 10 分，
ガスタービン単体なら 5 分で立ち上げるとい
う目標を掲げました。そして，そのための技
術課題を抽出したわけです。
　プロジェクトは，今，第 1 フェーズ（先導
研究段階）にあり，要素開発の国家プロジェ
クトを立ち上げたいということで，今年度の
NEDO エネルギー・環境新技術先導プログラ
ムで「機動性に優れる広負荷帯高効率 GT の
開発」を行うことになりました。その後に第
２フェーズの要素技術の開発をしたいと思っ
ているところです。

第 40 巻 第２号（2017）



− 8 −

小野崎　出力変化率や起動時間の目標値は，
どのようにして決まってくるのでしょうか。

渡辺　揚水発電が 5 分ぐらいで起動できると
いうことから，それと同じぐらいの時間が必
要だということで，大型のガスタービンを５
分で立ち上げるという目標を設定しました。

ボイラや蒸気タービンへの調整力の要求状況

渡辺　今のプロジェクトの中で，ボイラや蒸
気タービンはどうするかという話も出ていま
す。当然，ガスタービンの急速起動に追随で
きるボイラや蒸気タービンが必要になってく
ると思います。ただ，私たちのプロジェクト
では，調査対象を手に負える範囲に絞って，
ガスタービンだけを対象にしているのです。

山内　ドイツではすでに褐炭焚きも負荷変動
するところに来ています。また，メリットオー
ダーの電力自由市場になってしまいましたの
で，発電原価の高い天然ガス焚きのガスター
ビンはほぼゼロになってしまいました。次は，
普通の歴青炭焚きのボイラを負荷変動させる
ということです。

小野崎　顧客から発注仕様書で負荷変動に耐
えられる設計を求められてはいないのですか。

山内　検討依頼はあるようですが，なかなか
具体化しません。ただ，今後そういうニーズ
は出てくるとは思っています。

負荷変動追従性という技術課題

小野崎　これまでの高効率火力の技術開発の
中で，再エネ大量導入に対応する技術課題は
出てくるのでしょうか。

山内　負荷変動追従性の要求は当然出てくる
と思います。また，PV を系統に 25％入れて

しまうと，PV の出力変動を吸収するのは大
変かと思います。やはり，二次電池をうまく
使うという話になっていかないと解決できな
い。解決できないなら，出力制限をするしか
ないと思います。
　巷では，今，電気自動車（EV）がこれから
急速に増加していって，EV 用電池のコストが
kWh 当たり 200 ドルを切るという目論見もあ
ります。もしそうなったら，十分な容量を持
つ家庭用 EV をホームエネルギー・マネジメン
ト・システム（HEMS）を用いて系統電力が余っ
た時の充電に使って PV からの電力を吸収して
いくほうが，日本のエネルギー収支全体からい
くと得だと思います。火力発電の負荷を変動さ
せるとエネルギー効率が落ちますので，全体
的にエネルギーを無駄に使うことになります。
安い燃料を高効率で燃やすのが一番効率が良
いわけです。それで，負荷変動部分は二次電
池とかで急速に吸収させて，火力発電はなる
べく一定運転をするというような形にもって
いくと，トータルの燃料代が一番下がります。

原　再エネの大量導入を見据え，火力が負荷
調整や最低負荷切り下げを受け持つというこ
とは，既に取組が始まっています。
　ただ，それだけではなく，蓄電池などでの
エネルギー貯蔵も含めて，再エネと火力のトー
タルとして良い姿になるように考えなければ

渡辺　紀徳 氏
東京大学大学院　工学系研究科
航空宇宙工学専攻　教授

季報エネルギー総合工学
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いけないと思っています。最近では，例えば，
パワーツーガスでは，再エネを使って水素を
作るという話もあります。そういったところ
も見据えて，全体の最適化を図っていくべき
ではないかと思っています。

負荷変動対策とNEDOの技術開発

小野崎　負荷変動対策では，NEDO で技術開
発が進められていると理解していますが，い
かがですか。

在間　渡辺先生たちの今年度の提案は，かなり
野心的な技術革新を狙ったもので，通常の火
力発電の高効率化にも寄与できる技術なので，
NEDO として支援させて頂くことにしました。
　それと同時に，PV の電力を使って水素を
作り，それを CO2 と絡めてメタンを作るとい
う CCU の考え方，先ほどのパワーツーガスに
ついても NEDO で支援させていただいていま
す。日本のガス会社の高圧パイプラインの圧
力変動の幅をそのまま負荷追従性のキャパシ
ティーとすると，約 6,000 万 kW のキャパシ
ティーになります。電力が余剰な時メタンを
作って貯めて，電力が足りない時にメタンを
放出するという考え方もあるということです。
　もう１つが，コージェネレーション（電力・
化学品併給）という考え方。石炭ガス化炉自
身の負荷追従性はそれほど高くありません。
しかし，発電に供すること，それから出てき
た石炭ガスから化学品を作り，負荷に対する
割合を変動させるという対応であれば，かな
りのキャパシティーがあると考えます。
　この他に，蓄電池と再エネ，バイオマスと
CCS（CO2 回収・貯留）を組み合わせることで，
CO2 の排出削減ではなく，CO2 そのものを削
減していこうという取組もあります。最終的
にどういうところがベストなのか，やはり経
済合理性との兼ね合いで色々検討していかな
ければいけないと思っているところです。

「蓄エネミックス」という考え方

小林　再エネでは，政策として進めやすい PV
が先行したのは当然の成り行きだったと思い
ます。しかし，直流電源で，しかも回転体で
もないということで，あまりにも安定性がな
い，制御性がないということから今のような
議論が生まれています。
　まず再エネ自体について言えば，PV や風
力だけではなく，世界第３位の地熱エネルギー
のポテンシャルを持っている日本の国情に
あった再エネを選ぶという考え方もあります。
地熱は出力の安定性と制御性が極めて高い再
エネですが，今，そのポテンシャルの２％し
か使っていません。
　次に再エネの負荷変動の対策としては，正
確な需給の予測技術や広域運用技術と共に，
二次電池，揚水，CAES，あるいはパワーツー
ガスといった様々な蓄電・蓄エネ技術があり
ます。その中で，季節間の変動，日々の変動，
時々刻々の変動，その得手不得手と相性をよ
く見定めて，蓄電・畜エネ技術を上手に使い
分ける，「畜エネミックス」の考え方を持って
こないと厳しいだろうと思います。
　そして，2030 年の電源構成で 50％以上を占
める火力が系統の安定化のために負荷調整機
能を担って行くのは当然の使命だと思います。
また，同時にこれは日本の産業の国際競争力を
維持伸長するという意味でも非常に重要なこ
とだと考えます。火力が再エネの犠牲者である
かのように捉えるのではなく，火力が更に進化
していくためのチャンスと捉えて，火力におけ
る高負荷変動性，負荷調整能力等の技術力を
一層伸長させる努力が必要だと考えています。

CO2 回収型火力発電の新技術

小野崎　次に，CO2 を回収する場合，これか
らどんな技術が求められるのかという話題に

第 40 巻 第２号（2017）
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移りたいと思います。
　再エネ導入にも限界がありますし，発電効
率を上げても，2050 年に CO2 を 80％削減す
ることになると，CCUS が必要になってくる
と思います。原子力の稼働状況にもよります
が，CCUS の対象となる CO2 量が，年間数
千万トン規模という話になってきますと，本
当にできるのかという疑問も出てきます。
　微粉炭火力に回収設備を後付けし，燃焼後
に CO2 回収をすると，発電効率が 10 ポイン
トくらい下がってしまいます。そこで，CO2

回収機能を前提として発電効率を下げない技
術を開発しようと，７，８年前からケミカル
ルーピングの開発の必要性を訴えてきました。

ケミカルルーピングという技術

小野崎　それでは，山内さんから NEDO のプ
ロジェクトとして推進しているケミカルルーピ
ングについてご紹介いただけないでしょうか。

山内　はい。図 4にケミカルルーピングの原
理を簡単に示しました。ケミカルルーピング
というのは，金属酸化物を用いた酸素燃焼で
す。具体的には，イルメナイトという鉄チタ
ン酸化物を用います。空気反応塔で酸化させ
て，燃料反応塔で酸化物の酸素で燃料を燃焼
させる。燃料反応塔から出てきた酸素の減っ
た酸化物をもう一度空気で酸化させて戻しま
す。化学的に反応させながら循環させるので

「ケミカルルーピング」と言っているのです。
　石炭と酸化鉄との直接燃焼（固体と固体の

反応）というのは基本的にはできませんから，
燃料反応塔の下から蒸気を入れて，石炭を水
蒸気ガス化で CO と水素にして，ガスと酸化
鉄を反応させます。
　基本的に酸素燃焼ですので，燃料反応塔
から出てくる排ガスは水蒸気と CO2 となり，
CO2 分離工程が不要です。また，酸素燃焼と
異なり深冷分離法で大きなエネルギーを使っ
て酸素を製造しないので，結果として，発電
効率が普通の微粉炭ボイラ並みになります。
　酸化鉄が 100 ミクロンぐらいの粒子なので，
燃料反応塔，空気反応塔には流動床を用いま
す。そのため，あまり大型の装置を造れず，
どうしても中小型への適用となります。
　通常化学吸収法による CO2 分離では，吸収
液再生時のエネルギーロスがあり，発電効率
が低下しますから，CO2 分離をやっても石炭
火力の発電効率として 40％超を狙うには，ケ
ミカルルーピングという技術が候補として考
えられます。そこで，NEDO で CO2 分離型化
学燃焼石炭利用技術開発（2015 〜 2020 年度）
を始められています。この技術の肝は，回る
酸化物を何にするか，その寿命が十分である
かです。金属酸化物を「酸素キャリア」と呼
んでいますが，その開発を３年間でやるとい
うことでプロジェクトが実施されています。

小野崎　そのプロジェクトは，MHPS が全体
の旗振りをし，（一財）石炭エネルギーセン
ター，（国研）産業技術総合研究所，そして私
ども（一財）エネルギー総合工学研究所が関
わっています。いつ頃の実現を目指している

図４　ケミカルルーピングの原理

季報エネルギー総合工学

出所：第 1 回次世代火力発電
         協議会資料， 2015 年６月
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のでしょうか。

山内　2050 年頃ではないでしょうか。全ての
火力発電所が CCS をやらないとケミカルルー
ピングは日の目を見ません。中小規模発電の
場合は，発電所で CO2 の積出港を持っていな
いので，CO2 パイプラインや CO2 集積のイン
フラが必要です。100 万ｋＷの大規模発電な
ら自分で港から CO2 船を出して CCS ができ
るのですが，中小型の発電所になるとなかな
か厳しいと思っています。

小野崎　そうすると，IGCC からの CO2 回収
が早めに実現するということでしょうか。

山内　はい。まず IGCC などの大型発電所か
ら始まると思います。

クローズド IGCCの仕組み

小野崎　原さんから，クローズド IGCC につ
いてご紹介下さいませんでしょうか。

原　図 5で NEDO プロジェクト「CO2 回収
型クローズド IGCC 技術開発」で行っている
クローズド IGCC システムについて簡単に説
明します。
　通常の IGCC の場合，ガス化炉から出てき
た主に，CO と水素からなる石炭ガスをシフ
ト反応器に入れ，水蒸気を少し加えて，CO
と水蒸気を水性シフト反応で CO2 と水素にし
ていきます。そして吸収液で CO2 を除去し，
CO2 除去後の水素リッチなガスをガスタービ
ンに持っていくというシステムです。吸収液

の再生やシフト反応器で蒸気が必要になるな
どの要因で，効率が落ちてしまいます。それ
を何とかしたいというのがもともとの発想で
した。
　クローズド IGCC では，図５のように，微
粉炭ボイラを対象に開発されている酸素燃焼
の概念を IGCC にも適用してみようというこ
とです。従来のガス化炉では，石炭の搬送等
に窒素を使っていますので，酸素と窒素がガ
ス化炉に入る「O2/N2 吹き」といえます。一方，
クローズド IGCC では，石炭の搬送に CO2 を
そのまま使ってしまおうということです。つ
まり，ガス化炉には，石炭，ガス化剤になる
酸素，そして CO2 を入れます。ガスタービン
燃焼器についても，空気燃焼ではなく酸素燃
焼にして，排ガス中の CO2 濃度を高めようと
いうシステムです。
　ガスタービンの排ガスの一部は，燃焼器の
ほうに循環し，燃焼器の酸素濃度を適正に保っ
て，温度コントロールもします。また，残り
の排ガスが CO2 として回収されますが，回収
された CO2 の一部をガス化炉にもリサイクル
して，石炭搬送に使うというシステムを組ん
でいます。
　ガス化炉に CO2 をリサイクルしていますが，
石炭ガス化の基本的な反応は，C を水蒸気や
CO2 でガス化することですから，ガス化炉に
とってみれば，CO2 がガス化剤としても作用
する分，投入する酸素量を減らせてガス化炉の
性能が向上する可能性があると考えています。
　今まで経験がないのは，やはりクローズド
サイクルのガスタービンシステムです。ガス
化炉のほうは，電中研の小型ガス化炉でこれ
までに基礎試験をやってきていますし，また，

図５　CO2 回収型クローズド IGCC

第 40 巻 第２号（2017）
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現在の NEDO プロジェクトでは，MHI の長
崎にあるガス化炉を用いて実証していこうと
いう計画が進んでいます。
　図 5には書かれていませんが，石炭ガス化
の場合に，ガス精製にどういう技術を使うか
という課題もあります。クローズドサイクル
の場合，最大限効率を高めるために，湿式の
ガス精製ではなく乾式のガス精製を導入しよ
うということで，乾式ガス精製技術の開発も
プロジェクトの中でやっています。
　乾式ガス精製技術は，通常の IGCC にも導
入可能になりますから，そちらでも貢献でき
るという期待もあって，本プロジェクトを進
めているところです。

小野崎　CO2 をリサイクルすると，ガス化炉
の中の条件もだいぶ変わってくると思います。
CO2 によるガス化技術と言えますが，冷ガス効
率が上がるとかを期待して良いのでしょうか。

原　入れた CO2 がガス化剤として働いてくれ
れば，メインのガス化剤である酸素の量を減
らすことができ，ガス化炉の冷ガス効率を上
げることが可能になってくると思います。ま
た，酸素をガス化炉に供給する際の昇圧動力
も低減するので，プラント全体としての効率
向上に寄与する可能性があると思っています。
　ただ，石炭などの搬送ガスが N2 から CO2

に代わると，炉内温度が上げにくくなること
も想定されますので，そこはガス化炉側の操
作パラメータなどを調整してうまくコント
ロールするよう気を付けています。

山内　ガス化剤として酸素の代わりに CO2 が
入りますから，通常の酸素吹きのガス化に比
べて酸素消費は減るということですね。そう
するとチャーのリサイクル量が減るので，カー
ボンの反応率が上がりますね。

原　そうです。チャーの量も減ると考えてい
ます。

山内　実は，このプロジェクトは MHPS が今
実施しています。今，酸素消費量を減らすと
ころまでいけるのか分りませんが，少なくと
もチャーリサイクル量が減ることは確認した
いと議論をしています。この結果，冷ガス効
率が上がります。
　クローズド IGCC を「酸素吹きの化学合成
用プラント」として考えた場合，チャーリサ
イクル量の減少は，冷ガス効率を上げる効果
があります。

小野崎　ガス化剤が酸素から CO2 に代わる
と，ガスタービン側ではどういう対応をする
のでしょうか。

山内　比熱比が違いますので，翼を作り直さ
ないといけないですね。

原　まず燃焼器の部分で酸素燃焼になるとい
うこと，CO2 をリサイクルして希釈剤的に入
れるということですので，燃焼器自体を開発
する必要があると思います。その時難しいの
が，排ガスをガス化炉側にも持って行きたい
わけですから，排ガス中の残存酸素は減らし
たいのです。そうすると，燃焼器では，でき
るだけ余剰酸素を入れずに等量比に近い燃焼
条件にしなければいけないわけです。しかし，

季報エネルギー総合工学

原　三郎 氏
（一財）電力中央研究所　エネルギー技術研究所
副所長
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CO が主成分の石炭ガスを燃やす時に希釈剤
として CO2 が入ってくると，燃焼反応として
はあまり良くない方向にいく，ここが１つの
課題です。
　また，タービンのほうですが，燃焼排ガス
の組成が通常の空気燃焼ガスタービンと異な
るため，比熱比が違ってきます。その結果と
して，ガスタービン出口の排ガス温度が下げ
にくくなってしまいます。材料の面から言っ
ても，ガスタービン出口の排ガス温度はある
程度以下にしたいので，ガスタービンをクロー
ズド IGCC 用に設計し直す必要があるかも知
れないと思っています。

小野崎　今回のこのクローズド IGCC の技術
が実現する時期はどの辺を目標にされている
のでしょうか。

原　技術的には，2030 〜 2040 年の間を見据
えています。

山内　実現時期は，CO2 の排出規制にもよる
でしょう。

小野崎　そうですね。規制が早くなると実現
時期が早まるでしょう。

在間　どちらが先かという話になると思いま
す。CO2 回収の必然性と技術開発のための投
資という考え方があるので，実現時期は，そ
のバランスで決まると思います。技術だけを
先に開発することもできると思いますが，そ
れが市場とマッチングする時期というのが現
実的な実用時期になると思います。

IGCCの高効率化〜次世代ガス化技術開発〜

小野崎　電中研の原さんにクローズド IGCC よ
りも早めに実現すると予想されている，IGCC
の高効率化技術の説明もお願いいたします。

原　はい。こちらは，NEDO の「次世代ガス
化システム技術開発」プロジェクト（2015 〜
2018 年度）として進めています。
　噴流床のガス化技術は，空気吹きと酸素吹
きも実用化，あるいはその一歩手前まできて
います。その技術をベースに，更なる効率向
上を図っていくために，水蒸気を活用できな
いかと考えています。クローズド IGCC での
石炭ガス化では C と CO2 の反応でしたが，こ
の次世代ガス化では C と水蒸気を反応させま
す。水蒸気をうまくガス化炉に入れてやれば，
ガス化炉としての効率，ひいてはシステム全
体の熱効率向上につながる可能性があります。
最初は机上検討からスタートして，今のプロ
ジェクトは，そこに基礎的な実験も組み合わ
せて，基盤技術の開発を行っているところで
す。
　具体的には，図 6にある噴流床ガス化炉に，
水蒸気をガス化剤として作用するように入れ
てやって，ガス化剤として投入していた酸素
量を減らすことで，ガス化炉としての冷ガス
効率を向上させようということです。高効率
化を狙うという意味で，乾式ガス精製も組み
合わせて全体の効率向上を図っていこうとい
う計画です。
　また，酸素分離のところでは，酸素分離膜
も含めた高性能で低コストの酸素分離装置の
調査と評価にも取り組んでいます。

小野崎　酸素分離膜を導入し，ガス化炉も変
え，乾式ガス精製を採用することで，全体で
どれくらい効率が上がると期待しているので
しょうか。

原　効率向上の効果については，本当にどれ
くらいまでいくのか，今のプロジェクトの中
で精査しているところです。

小野崎　この水蒸気ガス化技術は，現在のガ
ス化炉で使えるのですか。
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山内　ガス化炉の部分だけであれば大きな問
題はありません。ですから，今の酸素吹きガ
ス化炉の効率向上に使えます。

在間　NEDO としては，この次世代ガス化技
術を IGCC を建設する時にトッピングする１つ
の選択肢だと考えています。ですから，これを
選んでくれれば，すぐにでもできると思います。
　特に，乾式ガス精製の技術は，湿式に比べ
潜熱回収の点で大きなメリットがありますか
ら，選択肢を広げるという意味合いで開発を
進めています。

原　ガス化部分だけなら，ハードルはそれほ
ど高くないのではと思っています。また，乾
式ガス精製の開発は，クローズド IGCC との
共通部分ですから，効率的に開発が進められ
れば，実用化に近付いていくと思います。

IGCCの高効率化〜アンモニア混焼〜

小野崎　電中研では石炭とアンモニアの混焼
もやっていますね。

原　石炭火力発電所でのアンモニア利用に関
する研究として進めています。これは，内閣府
総合科学技術・イノベーション会議の戦略的
イノベーション創造プログラム（SIP）「エネ
ルギーキャリア」の委託研究課題「アンモニ
ア直接燃焼」において実施しているものです。

　電中研では，アンモニア直接燃焼の中でも
既設の微粉炭火力でのアンモニア利用を中心
に検討しています。電中研が横須賀地区に保
有する石炭処理量 100kg/h のシングルバーナ
炉（横置き）にアンモニアを安定的に供給す
る設備を追設し，微粉炭燃焼場にアンモニア
を投入する燃焼試験を実施しました。
　当然，アンモニアを燃やすと窒素酸化物

（NOx）になるのではないかという疑問が出て
くると思います。アンモニアをどこから入れ
るかが，かなり結果に影響しますので，図７
のように，バーナの部分から一緒にアンモニ
アを入れるパターンと，炉の側壁の部分でバー
ナからの位置をずらしてアンモニアを注入す
るパターンで，火炉出口での NOx がどうなる
のかデータを取得しました。
　まず，バーナから混焼率 20％（低位発熱量

（LHV）ベース）でアンモニアを投入した時
には，火炉出口 NOx 濃度の増加は石炭専焼時
の２割程度に留まることが分かりました。バー
ナから離れた側壁部分から入れていくと，場
所によっては 20％混焼でも石炭専焼時とほぼ
同等の NOx 濃度に抑えられるというデータが
得られました。ただし，限られた炭種や燃焼
条件での結果ですので，様々なパラメータの
影響評価を行うため，今年度も引き続き燃焼
試験を実施する計画です。

小野崎　将来，2050 年の水素の導入等を目指
して，色々な研究が行われていますけれど，

季報エネルギー総合工学

図６　次世代ガス化技術の概要

（出所：前掲書）



− 15 −

味で，再エネと火力が共存する合理的なエネ
ルギー・ミックスの姿ではないでしょうか。

わが国火力技術の国際競争力強化

小野崎　国際競争力の強化について伺います。
図８に示すように，アジア地域では，中国企
業のシェアが増えています。さらに今，中国
では USC を年に何十基も国内で建設していま
す。もともと安い人件費を武器にしてきた中国
で，これだけの基数を建設しているのですか
ら，建設コストはかなり下がってきています。
そんな中，わが国メーカーがどう海外展開を
していくのが良いのか議論したいと思います。
　「インフラ輸出」というキーワードの中で，
様々なビジネスモデルの検討をされてきた
NEDO として，その辺りのビジョン，方向性
について結果は出ているのでしょうか。

PQ，O&Mでアピールする日本の技術力

在間　2000 年を境に，日本企業の市場シェア
が各段に落ちてきています。そこで，どうやっ
て日本の火力発電システム，特にボイラや通
常タービンの競争力を上げていけば良いのか，
色々調べました。
　中国のコストの安い USC を導入するという
国がある一方，日本と欧米のシェアが高い国
もあります。理由は，やはり事前入札資格審

水素導入までの過渡期としてアンモニアが非
常に重要になると思っています。

資源合成・リサイクルへの回収CO2 の利⽤

小野崎　回収した CO2 の利用で他にアイディ
アはないでしょうか。

小林　昨年秋，（国研）産業技術総合研究所や
日立造船㈱と共に CCR（Carbon Capture & 
Reuse）研究会を立ち上げ，座長を務めさせ
て頂いています。本研究会の主旨は，再エネ
由来の水素と回収した CO2 から，メタン等の
燃料や化学原料といった資源を合成・リサイ
クルする社会システムを構築することで，工
業的にカーボン・ニュートラルを実現して，
ネット・ゼロ・エミッションに貢献しようと
いうものです。
　そもそも CCS の取組を否定するものでもあ
りませんし，水素の貯蔵・輸送・利用のため
のキャリアは色々あり，それぞれのメリット・
デメリットを吟味して，上手に使い分ければ
良いと考えています。
　要は，この分野で先行しているドイツ・エ
ネルギー局（DENA）のような，CO2 の回収・
再利用といったパワーツーガスの議論を，わ
が国でももっと活発にするための，公平でオー
プンなプラットフォームを作ることが，当面
最大の活動意義と考えています。少し大げさ
な言い方をすれば，「環境と資源」という視点
から 21 世紀を俯瞰した時に，CCR はある意
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図 7　電中研のアンモニア混焼試験でのアンモニア投入位置

（出所：電力中央研究所プレスリリース，2017 年１月 10 日）
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査（PQ）です。最初の技術審査で PQ が作ら
れているのです。その中で，特に，どれだけ
長い USC の運転経験があるか，どれだけ安定
した性能を維持しているかという点で，日米
欧のボイラやタービンが入っています。です
から，日本としては，PQ をうまく導入して
競争力を維持していく必要があります。
　また，日本の運転管理・保守点検（O&M）
技術は，世界に冠たるものがあって，高い効
率と稼働率の維持では他国を凌駕しています。
ですから，ライフサイクルコストで考えれば，
日本の USC 技術の値段は必ずしも高くありま
せん。それを事業展開にどう組み込んでいく
のかが重要になってくると考えます。その時，
O&M をいかにミニマム化するか，あるいは
稼働率の維持や効率の維持をどうサポートし
ていくのか。単純に保証するとなるとリスク
が高いので，O&M をうまくブラックボック
ス化して，１つのメリットとして受け入れら
れるようなシステムを作っていかなければな
りません。それをどう実現するかということ
で技術開発を進めているところです。

山内　クリーンコールテクノロジーの国際会
議「ICT2017」（2017 年５月，於イタリア・カリャ
リ）で講演を聴いたのですが，今，中国では

「SPE プロブレム」が深刻だそうです。「SPE
プロブレム」とは，酸化スケール剥離の問題
のようです。

　日本企業が国際競争力を強化するには，プ
ラントの運転管理のところでリハビリを提案
するとか，アフターサービスで事業展開して
いく手があると思います。プラントを建設す
る前では，どうしても，技術水準の高さより
プラントの安さが優先されますから，アフター
サービスで日本企業の技術力を証明していく，
例えば，非常に調子の悪いプラントを改修す
ることで稼働率を大幅に上げるという手もあ
り得ると思います。

燃料電池開発における国際競争力強化

小野崎　今後の話として，GTFC，IGFC では
燃料電池が重要な技術となります。では，小
林先生から燃料電池の将来見通しについてお
話しいただけませんでしょうか。

小林　将来的には何よりも，固体酸化物形
燃料電池 SOFC，その燃料電池をガスタービ
ン複合発電に付けた GTFC，IGCC に付けた
IGFC といった新技術，新製品を次々と開発
していくことが，火力発電技術の国際競争力
の強化には必須だと思います。その意味で，
技術ロードマップに GTFC，IGFC が明記さ
れたことは，本当に重要なことであり，まず
はそのスピード感を何としても守らなければ
いけないと思っています。
　一方，新技術で海外市場へ参入するのは非

季報エネルギー総合工学

図８　アジア地域における汽力発電機器シェア（2001 〜 2013 年の累計）

（出所：McCoy Power Report より，みずほ銀行産業調査部が作成）
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常に難しいところがあります。市場に入ろう
とすればどうしても技術を一部開示しなけれ
ばいけません。いざ開示すると，安いコスト
で真似されてしまうことがあります。
　ではどうするか。やはり，新製品，新技術
の開発の早い段階では海外市場や海外資金を
あてにしてはならないというのが，私の持論
です。国策として特別な指導育成をやって，
国内で技術を完成させ，完全にブラックボッ
クス化してから海外に出していくという，こ
の基本戦略が大事だと思います。
　もっともその点，燃料電池のコア技術であ
るセラミックスの部分は真似されにくいとい
う強みがあります。焼き上がった製品を叩き
割って中を見たり成分分析をしたりしても，
焼く前の仕掛けは残っていません。
　製品規格については，早くからオープンに
して世界標準を日本がリードする必要はある
と思いますが，やはりコアの技術のところは
最後まで持ち続ける，隠し続けるという長期
的な投資戦略を国家レベルで持っておくこと
が，唯一，新興国に対抗する手段だろうと思
います。

小野崎　NEDO では，そういう戦略を立てら
れるのですか。

在間　特許戦略という考え方はありますが，
個別の技術やノウハウについて，NEDO が「ク
ローズドにするように」とか，「オープンにす
るように」とか指導するところまではいって
いません。そこは，内部をよく知っている開
発者がやる。NEDO はトータルで考えるとい
うことだと思います。

ガスタービン開発と国際競争力強化

小野崎　競争力強化では，今後，ガスタービ
ンをどうしていくかがかなり重要な課題だと
思います。そこで，渡辺先生に伺いたいと思
います。

渡辺　大型のガスタービン市場は，GE 社，シー
メンス社，MHPS の３社で占められています。
どうやって GE，シーメンスに勝っていくかと
いう話になりますが，技術開発では，1700℃
の超高温ガスタービン開発が当面の目標にな
ると思います。
　日本が勝っていくために，素材の強みを活
かすという手があります。GE もジェットエン
ジンに採用しようとしているセラミックマト
リックス複合材料（CMC）は，日本の会社が
開発した炭化ケイ素繊維から作られています。
こういう日本生まれの素材を活かせば，大型
ガスタービンの競争力も強くなると期待でき
るのではないかと思います。
　次に，ガスタービンでは，中小型サイズが中
東で今までも売れてきました。中型ガスタービ
ンにフレキシビリティーとかの付加価値を付け
て発電パッケージにすると，かなりの需要があ
るようです。それを，これから需要が伸びそう
な東南アジアの国々に持っていけば，国際競争
力の強化につながると期待しています。
　ただ，CMC については不安なことがありま
す。ジェットエンジン用 CMC の場合，その素
材を作っているのは，日本の２社しかありませ
んが，その中の多くの技術を外国企業が押さえ
てしまいました。ですから，今，日本企業は，
日本製の CMC 素材を部分的にしか使えないと
いう状況になってしまいました。うかうかして
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いると，外国企業にみんな取られてしまうとい
う危険性があるので，十分注意してウォッチし
ていく必要があると思います。

小野崎　今，CMC の話が出ましたが，日本か
ら出願している CMC 関連特許は少ないです
ね。欧米が圧倒的に多くて，なんで日本から
の特許件数が少ないのかなという，素朴な印
象を受けました。

新興国における環境規制と市場形成

小野崎　中国では硫黄酸化物（SOx）や窒素
酸化物（NOx），煤塵（PM）の規制が強化さ
れつつあります。インドはどうでしょうか。

在間　インドは，日本よりも厳しい環境基準
を入れようとしています。

山内　2017 年 1 月から，新設は SOx が 100mg/
Nm3，NOx が 100mg/Nm3，PM が 30mg/Nm3

に，水銀が 0.03 mg/Nm3 になりました。

在間　インドは，もっと規制を強化していき
ますよ。

小野崎　規制が強化されてくると，環境設備
としてのマーケットができ上がってきますね。

山内　はい。中国もようやく，設備の単独バ
ラ買いをしているとプラントがまともに動か
ないことを理解するようになりました。です
から，MHPS では「一括で買ってください。
そうしたらちゃんと保証します」と言って，
中国で技術展開をしています。

小野崎　中国もインドも，環境設備のマーケッ
トがかなり広がるなら，環境性をテコに，全
体のシステムとして売り込む手がありますね。

山内　ある中国のプラントでは，50 mg/Nm3

以上だった SOx 濃度が，MHPS の一貫システ
ムを導入したら 35 mg/Nm3 以下になりまし
た。ですから，中国の多くのプラントは，全
体システムできちんと動かしていないのでは
ないかと思います。

在間　今，NEDO でも環境技術の輸出を目指
し，「クリーンコール技術開発／石炭利用環境
対策事業／石炭利用環境対策推進事業／イン
ドでの脱硝技術展開のための調査事業」（平成
29 年度）を公募しています。基本は，脱硝触
媒と高煤塵濃度の影響です。

IoT の導入（第４次産業革命）

小野崎　「第４次産業革命」の流れの中で何
ができるのか，という話題に移ります。IoT

（Internet of Things）あるいはビッグデータ，
人工知能（AI：Artificial Inteligence）という
言葉が先行していますが，電力業界では，PV
や風力などの再エネ大量導入で需給調整が難
しくなっていく中，IoT 技術がそれにうまく
マッチングできていないのかなと思います。
　GE は，2012 年からインダストリアル・イ
ンターネット（Industrial Internet）というコ
ンセプトを提唱して，産業用機器にセンサー
を付けうまく整理してネットワークに接続し，
膨大なデータを分析して生産性向上を図って
いこうとしています。また，発電での競争力
強化で IoT を使うために，プレディックス

（Predix）という IoT プラットフォームを導入
して，プラントが運転される期間の予防保全
に使うと言っています。
　特に，ガスタービンの予防保全で，今後
IoT 導入がどう進んでいくのか，渡辺先生か
らお話しを伺いたいと思います。
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先行する航空エンジンでの開発事例

渡辺　IoT については，ガスタービンよりも
先に進んでいるのは航空エンジンです。航空
エンジンの事例を少しご紹介します。今や常
識になっている「オンコンディション・モニ
タリング」は，航空機エンジンに沢山のセン
サーを付けていて，飛行中のエンジンの全デー
タを，エンジンメーカーのデータセンターに
ダウンリンクするサービスです。ただ，飛行
中ずっと見ているわけではなく，「トレンド・
モニタリング」といって，ある点で見ています。
異常な兆候を見つけると，原因を特定して不
具合を解消することで，安全性の向上にかな
り役立っています。
　今，日本航空㈱は，GE と共同で，モニタリ
ングの精度向上に取り組んでいます。離陸か
ら着陸まで切れ目のない全てのデータをとり，
それを飛行中ずっとダウンリンクできるよう
にしようとしています。この「ビッグデータ」
で，より詳細な解析が可能になり，一時的で
あっても不具合の予兆を捉えて予防保全を行
うシステムを開発中だということです。
　将来考えられるのは「バーチャルジェット
エンジン」です。コンピューター上にエンジ
ンを作っておき，トレンド・モニタリングで
異常を捉えた時に，どこが悪いのかシミュレー
ションで再現することを目指しています。地
上のガスタービンについてもそういう方向で
IoT が進んでいくと思います。

AI によるボイラの最適燃焼調整

小野崎　ガスタービンだけではなく，ボイラ
関係でも IoT の取組をされていると思います。
山内さん，いかがですか。

山内　MHPS は，台湾電力の石炭焚き火力発
電所で，AI 活用によるボイラ燃焼調整の自動
化に向けてのシステムを使った導入試験をし

ました。AI による調整は，ベテラン技師によ
る調整と遜色ありませんでした。
　今回の実証試験は，AI からの提案を受けて
人間が操作する形で行いました。
　次の段階では，AI をどんどん賢くして試験
をやろうと思っています。今後更に火力発電
所で AI に学習させてデジタルモデルを発展
させていければと考えています。
　
小林　発電所で使用する燃料の石炭が変わっ
た時に自動的に対応できる点も良いですね。

山内　そうです。石炭ຖの最適運転が可能にな
るのだと思います。

小林　一方で，自動車の自動運転と同じで，
AI がミスオペレーションをした時に，責任を
どうするかという問題も生じてきますね。

山内　はい。そういう問題があるので，そこ
はやはりメーカーとしての経験がものをいう
ところだと思います。
　また，MHPS では，ICT（Information Com-
munication Technology）を活用して，火力発
電設備の運転を最適化するデジタルソリュー
ションサービス「TOMONI（トモニ）」の提
供を始めました。データを取って色々なサー
ビスができる可能性はあるのですが，どうい
うところに価値があるかお客さんと密接に協
議しながらやらないと実現が難しいのです。
われわれが考える価値とお客さんの価値の
ギャップがあることも考えられます。
　そこで，TOMONI では，そういう顧客ニー
ズをくみ上げて，ICT 技術を活用してソリュー
ションを提案していくものです。

電中研における IoT 関連研究

小野崎　電力業界のニーズを把握している電
中研の IoT への取組について，原さんからご
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紹介いただきたいと思います。

原　図９が電中研の最近の取組状況をまとめ
たものです。電中研の中には，専門分野別の
研究所があります。システム技術研究所では，
以前からビッグデータ解析や AI に取り組ん
でいました。
　昨年 10 月に，新たに「エネルギーイノベー
ション創発センター」を設置し，分野別の研
究所と連携して取り組んでいこうとしていま
す。
　現状は，図９にあるように，ビッグデータ
解析プロセスの高度化，センサーネットワー
クのプラットフォーム構築に取組むとともに，
発電分野，電力流通分野，需要家サービス分

野への展開を進めつつあります。
　データ解析の部分では，膨大なデータの中
から正常状態データと，そこから外れたデー
タを検出できる幾つかの手法を使って，予兆
検知に使うという取組も進めています。
　センサー関連では，設置環境の熱や振動な
どから自ら電力を生み出す「環境発電（エナ
ジーハーベスティング）技術」を用いた自立
型センサーネットワークの開発などに取り組
んでいます。
　火力の分野でどうなるのかですが，個人的
には IoT や AI という言葉は，イメージがつ
かめていない部分がかなりあると思います。
最新のデジタル技術を使うことにより，どう
いう価値を生み出すのかを明確にする必要が

季報エネルギー総合工学

図９　電中研における IoT 関連研究への取組

（出所：Annual Plan 2017、 http://criepi.denken.or.jp/intro/info/2017annual_plan.pdf）
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あると思います。
　また，電中研単独ではなく，メーカー，IT
ベンダー，電力会社などと協力して開発を進
めていくことが非常に重要だと感じています。

小野崎　IT，IoT の具体例としては，今のと
ころ，ガスタービンやボイラの燃焼調整が中
心ですが，これから広がりがあると思います。

おわりに

小野崎　締めくくりに当たり，火力発電技術
全般について夢なり抱負なり，一言ずつお願
いします。

山内　これから成長する国，これからエネル
ギーを必要とする国にとって，CO2 の問題と
エネルギー価格の問題は非常に重要な問題で
す。そこを，先進国の論理で「CO2 を出すな」
とは言えないと思うのです。そういう意味で，
石炭火力発電は重要な手段の１つです。
　過去に公害を経験し，日本がたどり着いた
化石燃料をきれいに使う技術ですから，それ
をこれから成長しようとする国に供給してい
くのは，日本の責務という気がします。
　また，エネルギーを持たず，しかも外と隔
絶されている島国の日本が生き残れる１つの
モデルも作らないといけないと思います。適
用可能なら，そのモデルがフィリピンや台湾
といった国々に展開されていくということも
非常に重要かなと思います。
　やはり各国の資源とか状況と人口と今の経
済の状況によって，色々な解があるはずなの
で，それに対してわれわれはきめ細かいソ
リューションを提供していけば，新たなビジ
ネスの展開もあるのではないかと思います。

在間　今回，技術ロードマップを作らせて頂
きましたが，石炭火力も LNG 火力も，基本的

には化石燃料を使った火力発電という１つの
分野の中で，一体として考えていかなければ
なりません。それを一元管理する NEDO の役
割はかなり重要ですから，これからも頑張っ
ていかなければならないと考えているところ
です。一方，先進火力をどうやって海外で普
及，展開するか考えるのも，われわれ NEDO
のミッションです。
　また，発展途上国には，石炭火力に対して
アレルギーみたいなものがあります。やはり，
黒い煙に黒い水というイメージがあります。
それを乗り越えて，安定的に運転できる高効
率な火力を提供できているのが日本ですから，
石炭を有する発展途上国にそれを提供してい
き，増大する CO2 をトータルで抑えていくの
も日本の役割だと思います。
　最後に，個人的な意見としては，やはり，
化石燃料をいつまでも燃やしていてはいけな
い。発電できれば PV でも風力でも良いので
はないかと思っています。石炭火力，特に石
炭ガス化については，それをケミカルユース
したり原料に使ったりしていって，「資源」と
いう観点で，石炭の重要性を見出していかな
いといけないと思っているところです。

小林　火力の将来に関してということで，ま
さに今，在間さんがおっしゃられた「資源」
という捉え方が大事だと思っています。これ
から再エネの大量導入が目指されていますが，
再エネと火力は，うまく組み合わせていくこ
とで，21 世紀全般を通じた日本のエネルギー
戦略を立てる貴重な 2 つの柱になると思って
います。既に行われている石炭火力へのバイ
オマス混焼もその一例ですが，先程も話に出
たパワーツーガスのような形で，再エネ由来
の水素とカーボンを用いてメタンを作ること
も，再エネと火力のうまい組み合わせだと考
えます。これは燃料の再生産であると同時に
化学製品の原材料生産という資源の話でもあ
ります。このように，資源をどうするかとい
う発想からエネルギー戦略を組み立てていく，
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守っていく，発展させていくことも重要だと
思っています。
　最後になりますが，去年の夏のリオデジャ
ネイロ・オリンピックで日本が男子陸上 400
メートルリレーで銀メダルを取ったことは，
日本のモノづくりの原点にも通じるものと大
変嬉しく感じています。私は，日本の陸上チー
ムが採用した「アンダーハンドパス」は速さ
を追求する余り，どこかで失敗するのではな
いかと危惧しておりました。モノづくりでも，
品質の高い物を作るためには，どうしても重
ね合わせが重要になりますが，現代のように
効率や採算ばかりを厳しく求められると，こ
の重ね合わせのための糊代の部分がどんどん
短くなっていって，やがては信頼性を損ない
かねないと心配しています。ところが，選手
たちはそれを猛練習と，日本人固有の極めて
信頼の高いチームワークで成功させて銀メダ
ルを取った。それは本当にわが国のモノづく
りの現場で日々苦労している人たちを勇気付
ける快挙であり，日本のモノづくりはこれか
らも必ずや国際競争に打ち勝って行けると信
じています。

渡辺　私は，日本の環境適合技術で国際的な
CO2 削減に貢献するのが今後の日本の責務で
はないかと思います。その中で，火力発電，
火力技術がいかに大切か一般の方々にも理解
して頂けるようにする情報発信にも力を入れ
る必要があると思っています。それで皆さん
の意識も高めて，国際貢献，環境適合技術の
国際展開をやっていけたらなと思います。

原　「再エネの大量導入」，「火力での CO2 削
減」，「エネルギー」といったキーワードを考
えた時，日本としては，やはり，火力発電技
術を軸にした技術オプションをうまく揃えて
おくこと，すぐに必要な技術，近い将来必要
な技術，さらに先を見据えた先進的な技術を
意識しながら，技術オプションを揃えていく
ことが必要だと感じています。

　また，渡辺先生から急速起動のガスタービ
ンの話や調整力の話が出ましたが，これがう
まく導入されていくには制度面も非常に重要
です。開発した技術がきちんと導入され，トー
タルとしてうまく成立するような制度面の整
備も重要なポイントではないでしょうか。

小野崎　今日の座談会を通して，最初に技術
ロードマップからスタートして，再生可能エ
ネルギーの大量導入に当たってどういう課題
があるのかということで，急速起動や負荷変
動の話が出ました。CO2 回収の面では開発中
の様々な技術の紹介もありました。火力技術
で国際競争力を上げていく方策の話もさせて
いただきました。最後に，第四次産業革命の
中での IoT でどんな進め方があるのかという
ことで，ガスタービンだけでなく，ボイラ全般，
火力全般についての適用可能性の話がありま
した。
　今後とも，火力発電，それを支える火力技
術は，世の中の基幹になる技術であって，そ
の技術の役割も時代とともに少しずつ変わっ
ていく。それに十分適合していかなければい
けないし，その適合というのは単に技術の問
題だけではなくて，制度面あるいは周りの人
へのアピール，さまざまなものと絡み合った
形でやっていかなければいけないと，つくづ
く感じた次第です。
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　終わりに当たって，本座談会がメーカーの
方，電気事業者，あるいは政策分野の皆さん
の役に立つであろうと信じて，今回の座談会
を終わりにしたいと思います。拙い司会では
ございましたけれども，ご協力ありがとうご
ざいました。
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̍ɽはじめに

　インターネットの急速な普及は，政࣏・経済・
社会の広範な分野において多大な影響を与え
てきた。とりわけ，近年の൒導体回࿏の集積
度の向上，電子計算機の高度化および通信の
高帯域化がもたらしたクラウドコンピュー
ティングとスマートフォン，タブレットなど
高機能୺末のര発的な普及が，企業行動，個
人の生活様式等をൈ本的に変革しつつある。
電力，ガス，石油等のエネルギー分野にも影
響が及んでいる。
　他方，インターネットを悪用した൜ࡑや悪
意のある攻ܸの増加が，グローバルな問題と
なっている。わが国でも，政府機関，地方公
共ஂ体，ຽ間企業，消費者等が，マルウェア
への感છやソフトウェアの੬弱性に起因する
攻ܸのඃ害を受けている。電力・ガスなどの
エネルギー産業を狙ったサイバー攻ܸも十分
に想定されるところであり，実際に諸外国で
は，イランやウクライナなどにおいて電力な
どエネルギー施設を標的とした事件が発生し
てきた。企業，個人ともに，電子メールのな
りすましや Web サイトの改ざんへの対策とし
て，サイバーセキュリティのൈ本的な強化が
求められている。

　このような状況の中，ຽ間企業，ஂ体，個
人等が安心してインターネットを利活用でき
るための環境を示す「トラスト」の概念が重
要になっている。インターネット上の個人，
法人，モノ等の実在性および属性等を証明す
るための仕組みを提供するデジタル認証局や
タイムスタンプなどが，インターネット上の
サービスをトラストする基盤として改めて注
目を浴びている。
　電力，ガス，石油などエネルギー分野は，重
要インフラ（1）として，サイバーセキュリティ
への対策が求められる。本ߘは，エネルギー分
野でのサイバーセキュリティ対策の現状と課題
とともに，インターネット上の情報の信頼性を
示すトラストの役割についてड़べる。

２ɽエネルΪー෼野における制ޚシスς
　ϜのサイόーηΩϡリςΟ対策

（̍）制ޚシスςϜのηΩϡリςΟ

　国のサイバーセキュリティ戦略本部は，13
分野の重要インフラを指定している。これら
分野に属する企業は，重要インフラ事業者と
して，「重要インフラの情報セキュリティ対策
に係る第３次行動計画」に基づいた対策が求
められている。 
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エネルギー分野におけるサイバーセキュリティ対策
およびトラストの役割
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　電力，ガス，石油等は重要インフラであり，
一般的に，発電所やプラント等に多くの制御
システムを保有している。制御システムのセ
キュリティにおいては，サービスの継続を守
るように設計・運用することが基本である。
すなわち，情報セキュリティの３要素 CIA 

（Confidentiality：機密性 , Integrity：完全性，
AWailability：可用性）のうち，制御システム
においては，可用性（ࢭまらないこと）を最
重視している。Ծに制御システムにおいて意
図的または非意図的なো害が発生しても，電
力やガスの供給サービスに支োをきたさない
ことを一番の目標としている。

（２）エネルΪー෼野の制ޚシスςϜのಛ௃

　これまで，エネルギー分野の制御システム
には，高度な可用性とリアルタイム性（ミリ
ඵ単位のレスポンス等）が要求される一方，
他のシステムとデータ連携等を行うニーズは
存在しなかった。
　従って，プラント等のメーカーが提供する
独自の技術・製品を用いられてきた経Ңがあ
る。また，個別の制御システムは独立したネッ
トワーク上に構築され，かつ外部のネットワー
クからも隔離して運用されてきた。さらに，
ো害の発生確率を低減するため，必要最小限
の機能のみを実装し，機器やネットワークを
৑長構成とすることも一般的である。
　他方，エネルギー供給設備は 10 年以上使用

されることが当たり前で，それに付随する制
御システムも，同様の期間稼働する。これは，
OA システムの稼働期間（５〜６年）と比べる
と非常に長い。

（３）制ޚシスςϜの環境変化

　このような特徴を持つエネルギー分野の制
御システムであるが，図̍に示すように，近
年はメーカーの独自技術を用いた製品が少な
くなってきている。൚用的な技術や製品（TCP/
IP や Windows 等）でも独自製品と同等の機能
を実現できるようになってきたこと，独自製
品を維持するには，要員の育成やコストの問
題などがあり，メーカーとして負担が大きい
ことに起因すると考えられる。従って，制御
システムでも Windows 等の൚用製品が普及し
ている。
　また，プラントの運転記࿥等を分析，可視
化してインターネットを通じて公開したい，
あるいは他のシステムで活用したい，という
要求も大きくなってきている。特に，IoT

（Internet of Things）のキーワードの下，制御
システムの運転記࿥等をビッグデータとして
活用しようとする動きもݦஶである。制御シ
ステムにおいても，他のシステムとの大量か
つリアルタイムなデータ連携が要求され，外
部ネットワークと接続しなければならない
ケースもある。
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（４）考ྀす΂͖サイόーڴҖ

　制御システムにおける൚用製品の利用と外
部ネットワーク接続の広がりは，図２に示す
ように，制御システムに対しても，OA システ
ムと同様の攻ܸ手法が使えるようになってき
たことを意味する。従って，制御システムでも，
保守業者によって持ち込まれるようなۮ発的
なものを含むマルウェアの৵入や不正アクセ
スなどへの考ྀが必要となっており，サービ
スの継続と実ඃ害の最小化を目指し，エネル
ギー事業者と؂ಜ׭庁とが連携しながら対処
を行っていく動きが出ている。

（５）�対策্のཹҙ఺と課題

　制御システムでは高度なリアルタイム性が
求められることから，実際のシステムには細
やかなチューニングが施されており，微ົな
バランスの上で動作しているものが多い。従っ
て，一般的には，完成したシステムに対して
後付けのセキュリティ対策（設定変更やセキュ
リティ更新プログラムの適用：パッチ当て等）
を講じると，そのバランスが่れ，本来の機
能を損なう可能性が高い。特に，ウイルス対
策ソフトの後付けは，処理の஗Ԇをটくこと
が明നなためسආされる。
　このように，稼働中の制御システムでは，後
付けのセキュリティ対策は基本的に許されず，
システムへの変更を及ぼさない範囲での対策
が求められる。最近は，制御システム内のネッ
トワークパケットを؂視・分析し，異常な兆候
を把握して，実害に及ぶ前に火消しするなどの

対策が検討されているものの，このようなアプ
ローチはまだ広く普及していない。
　今後安価で使いやすい制御システム向けの
セキュリティ製品のొ場が待たれるとともに，
エネルギー事業者自身による؂視や事ނ対応
体制の充実が必要である。その際には，既存
の設備؂視や事ނ対応体制（保安体制）の中に，
サイバー攻ܸへの対応をうまく練り込むこと
ができれば，より実効性が上がると考えられ
る。一方で，物理的対策，境界防ޢ等の従来
型の対策を着実に運用することも依然として
重要である。

ͳるηΩϡリςΟ強化のためにߋ（６）

　既存システムに対する後付けのセキュリ
ティ対策がࠔ難なことは前ड़の通りではある
が，新たに構築される制御システムでは，開
発の初期段階からセキュリティ対策を考ྀす
ることができるため，エネルギー事業者およ
び制御システムのシステムインテグレータは，
リスクアセスメントを通じて必要な対策を੝
り込むようにすべきである。例えば，運用開
始後でもセキュリティ上の更新を可能とする
ようなシステムづくりや，公開҉ݤ号基盤を
用いた機器認証や通信の҉号化，あるいは所
定のプロセスしか動作させないようにする制
御，さらにԕ隔での؂視を可能とする仕組み
が考えられる。このような対策を制御システ
ムの発注仕様の中に含めるようにし，確実に
実装されるようにすることが重要である。
　ところで，サイバー攻ܸのڴҖは，時とと
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もに変化し，それらがシステムやビジネスに
及ぼす影響も変化する。したがってセキュリ
ティ対策は一度講じれば終わり，ということ
ではなく，常にこの変化を把握し，対策を変
化させることが必要である。そのために有用
な仕組みとして「情報セキュリティマネジメ
ントシステム」（ISMS：Information Security 
Management System）があり，エネルギー事
業者やシステムインテグレータの中でこれを
構築し，運用していくことが，変化への対応
のためにきわめて重要である。
　さらに，ISMS やセキュリティ対策の構築，
؂視や事ނ対応を担う人材の育成も課題であ
る。この点については経済産業লによって「産
業サイバーセキュリティセンター」が開設さ
れ，重要インフラ分野を中心とした受講生に
2017 年度から教育を行うことになっており，
近い将来においてଔ業生の活༂が期待される。

３ɽ৘ใηΩϡリςΟマネジメントシス
　ςϜの׆⽤

（̍）I4M4ೝূの概要とクラ΢ドηΩϡリςΟ

　への取組

① ISMS 認証の概要
　エネルギー分野における情報セキュリティ
の強化に向けて，ISMS 認証の活用が期待され
る。ISMS の要求事߲は，国際規格の ISO/IEC 
27001:2013 に規定されている。
　（一財）日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）
の付属機関である情報マネジメントシステム
認定センター（ISMS-AC）が運用する ISMS
適合性評価制度（2）は，ISMS を運用する組৫
を第三者であるຽ間の認証機関が認証する制
度である。図３で示すように，2017 年６月現在，
ISMS-AC は 26 の認証機関を認定し，それら認
証機関は約 5,200 の組৫を認証している。この
数は，世界一であり，世界中の ISMS 認証取得
組৫数の約４割を占めている。このことから，
ISMS 認証は，わが国の情報セキュリティの向
上に大きく貢献していると言えよう。

　ISMS 認証の取得は，組৫の情報セキュリ
ティ管理体制の整備や社内組৫の強化のみな
らず，顧客や取引先からの情報セキュリティ
要求事߲への対応などを通じて，組৫の信頼
性向上に貢献する。

② ISMS で達成すべきこと
　ISMS は，技術対策の他に組৫のマネジメン
トとして，自らのリスクアセスメントにより
必要なセキュリティレベルを決め，プランを
立て，資源を配分して，システムを運用する
ことである。
　ISMS で達成すべきことは，リスクマネジメ
ントプロセスを適用することによって，情報
の機密性，完全性および可用性をバランス良
く維持・改ળし，リスクを適切に管理してい
るという信頼を利害関係者に与えることにあ
る。ISMS では，情報セキュリティの 3 要素
CIA（機密性，完全性，可用性）について，図
４のように定義 している（3）。
　情報セキュリティというと，機密性として
の情報࿙Ӯの対策に注意がいきがちであるが，
ランサムウェアのような重要情報へのアクセ
スো害のリスク対応として，必要なときに必
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図３　ೝূ・ೝఆの仕組み

機密性

完全性

可用性

認可されていない個人，エンティティまたはプロセス
に対して，情報を使用させず，また，開示しない特性

正確さおよび完全さの特性

認可されたエンティティが要求したときに，アクセス
および使用が可能である特性

・

・

・

図４　CIA のఆٛ



要な情報にアクセスすることができる可用性
の観点も大事であり，CIA の３つの観点でリ
スクへの対応を行っていくことが肝要である。

ᶅクラウドサービス固有のリスクへの対応
　昨今の事業環境の変化へਝ速に対応してい
くためにクラウドサービスの利用が急速に進
んでいる。サービス利用開始までのスピード，
サービス資源の֦張のしやすさなどのクラウ
ドサービスの特徴をいかして，事業を行う組
৫が増えてきている。
　一方，図５に示すように，クラウドサービス
を利用することで新たなリスクも出てきてい
る。データ管理におけるガバナンス૕失のリス
ク，マルチテナントによるリスクなどの多種の
リスクが考えられ，新たな問題に直面している。

ISMS クラウドセキュリティ認証は，ISMS 認
証を取得している組৫に対して，クラウドサー
ビスについて JIS Q 27017:2016 に規定される
クラウドサービス固有の管理策が追加で特定
され実施されていることを認証するものであ
る。ISMS クラウドセキュリティ認証で使われ
る 認 証 基 準 は，ISMS-AC が 策 定 し た JIP-
ISMS517-1.0 であり，ガイドラインである JIS 
Q 27017 の管理策を認証された ISMS に取り込
むための要求事߲が規定されている。
　ISMS クラウドセキュリティ認証の対象者
は，図７に示すように，クラウドサービスプ
ロバイダ（CSP, クラウドサービスを提供して
いる組৫），またはクラウドサービスカスタマ

（CSC, クラウドサービスを利用している組৫），
あるいはその両方の立場である組৫となる。
　ISMS クラウドセキュリティ認証において，
2017 年６月現在で，認証機関５機関，認証取
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図５　クラ΢ドサービス利⽤のリスク

図７　I4M4クラ΢ドηΩϡリςΟೝূの対৅ऀ

CSP：クラウドサービスプロバイダ
CSC：クラウドサービスカスタマ
SaaS：ソフトウェア　アズ　ア　サービス
PaaS：プラットフォーム　アズ　ア　サービス
IaaS：インフラストラクチャ　アズ　ア　サービス

　このようにクラウドサービスを活用したい
が，利用することへの不安がある中，日本で
は経済産業লより「クラウドサービス利用の
ための情報セキュリティマネジメントガイド
ライン」が 2011 年４月に公表された。その後，
このガイドラインを国際標準化機構（ISO）へ
提 案 し，2015 年 12 月 15 日 に「ISO/IEC 
27002 に基づくクラウドサービスのための情報
セキュリティ管理策の実ફの規範」（ISO/IEC 
27017）が発行された後，2016 年 12 月に JIS
化され，JIS Q 27017:2016 が制定された。制定
までの流れを図６に示す。

ᶆ ISMS クラウドセキュリティ認証の開始
　2016 年 8 月，ISMS-AC は，ISMS クラウド
セキュリティ認証（4）に対する認定を開始した。

図６　I4O�IEC�27017の発行ܦҢ



このままでは制御システムを対象とする意図が
఻わりにくい。よって ISMS-AC は，CSMS の
意味をʠControl system Security Management 
Systemʡと捉えた方が適切であると考えてお
り，普及ܒ発活動の中ではそのような説明を行
うこともある。

② 特徴
　CSMS における，制御システムをѻうこと
に由来する特徴を３つ挙げる。
　第１の特徴は，ʡHSEʡへの考ྀである。OA
システムにおけるセキュリティは，機密性，完
全性，可用性，すなわち CIA を考ྀするが，
制御システムでは，それに加えて݈康（Health），
安全（Safety），環境（EnWironment）を考ྀ
する。この考え方は，IEC 62443-2-1 でも定義
されている。制御システムは，物理的な機器を
制御するので，運転員や通行人，周辺ॅຽなど
のࢮইや݈康ඃ害，有害物質の流出等による環
境影響も考えてサイバーセキュリティ上のリス
ク分析を行う必要がある。
　第２の特徴は，CSMS では制御システムを
保有する事業者（アセットオーナー）だけで
なく，構築事業者（システムインテグレータ）
と運用・保守事業者も一緒になって制御シス
テムのセキュリティを評価し，対策を立案し
ていくことを考ྀしている点である。
　アセットオーナーが自らの組৫の事業リス
クを考ྀし，制御システムのリスクアセスメ
ントを実施することはある意味当然だが，シ
ステムインテグレータや運用・保守事業者も，
アセットオーナーにおける制御システムの稼

得組৫ 17 組৫あり，ॱ調に認証件数も増えて
きている。これらの数は，ISMS 認証の認証機
関数および認証取得組৫数の内数である。今
後は，ISMS クラウドセキュリティ認証を普及
させることにより，クラウドサービスの信頼
性の向上が期待される。

（２）制ޚシスςϜηΩϡリςΟೝূ

① 概要
　サイバーセキュリティマネジメントシステ
ム（CSMS：Cyber Security Management 
System）適合性評価制度（5）は，「産業用オー
トメーションおよび制御システム」（以下，制
御システム）における CSMS を，第三者が認
証する制度である。制御システムについては，
国際電気標準会議（IEC）が IEC62443 シリー
ズを発行している。IEC 62443-2-1 は，このう
ち制御システムに関わる組৫のマネジメント
システムに関する国際規格である。ISMS-AC
は，これをベースにした「CSMS 認証基準（IEC 
62443-2-1:2010）」を策定し，2014 年 7 月から
CSMS 適合性評価制度を開始した。図８に
CSMS の対象となる事業者を，図９に CSMS
活用の流れを示す。
　ISMS 適合性評価制度と同様，CSMS 適合性
評価制度では，ISMS-AC が認定した「CSMS
認証機関」が個々の評価対象組৫を認証する
仕組みとなっている。2017 年６月現在，CSMS
認証機関は２機関，CSMS 認証取得組৫は４
組৫となっている。
　なお，CSMS のʠCʡは，ʠCyberʡを表して
いるが，ʠCyberʡという言葉の持つ意味は広く，
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図８　C4M4の対৅とͳる事業ऀ 図 �　C4M4׆⽤のྲྀΕ



働環境（本番環境）を想定し，制御システム
のセキュリティ評価や対策の提案を行うこと
が CSMS の認証基準に定められている。この
ことにより，制御システムにおける現実的か
つ確実なセキュリティ対策の立案と実装が期
待できる。
　第３の特徴は，対策を検討する際に制御シス
テム用の管理策を利用することである。制御シ
ステムの運用環境は，用途によって様々である
が，例えば，入ୀ室管理や 24 時間の有人؂視
により，制御システムを操作できる要員が限ら
れ，かつ，プラントの事ނ時などのۓ急時には
その場にいる全員が速やかに制御システムを
操作しなければならないこともある。そのよう
なケースでは，制御システムの利用前にすべて
の利用者に対してログイン認証を行うことは
現実的でない。そのようにすると，制御システ
ムの運用に支োをきたす。従って，CSMS にお
ける認証の管理策は，物理的なものとシステム
的なものの組み合わせを認めている。
　以上は一例であるが，CSMS の管理策は全
般的に制御システムの特徴を考ྀしたものに
なっている。

ᶅ 普及に向けた課題
　2017 年６月現在で，CSMS 認証取得組৫は
まだ４組৫にとどまっている。2020 東京ྠޒ
に向けた重要インフラ分野におけるサイバー
セキュリティ意識の高まりや IoT の普及と制
御システムのオープン化，それに൐うサイバー
セキュリティڴҖへのݒ念といった要因によ
り，制御システムにおける情報セキュリティ
マネジメントシステムの構築の重要性は高
まっているが，まだ CSMS 認証の知໊度は高
いとは言えない。
　今後，CSMS の普及ならびに制御システム
におけるサイバーセキュリティ対策を推進す
るための課題を２つ挙げる。
　第１の課題は，企業において，制御システ
ムに対する実効的なリスクアセスメント実施
体制を構築することである。これまでは，サ

イバーセキュリティに関しては OA システム
を狙った不正アクセスやマルウェア等が問題
視されていたことから，企業の中で OA シス
テムを所管する情報システム部門には，サイ
バーセキュリティに関するある程度の見識や
経験がある。そのため多くの企業では，いま
まで制御システムとはほぼ無関係だった情報
システム部門が，制御システムを含めた会社
全体のセキュリティ対策を推進する役割を
担っている。しかしいまのところ，経Ӧ者が
期待するほど制御システムのリスクアセスメ
ントが進んでいないのが実態であろう。
　これは，OA システムと制御システムとでは
システムの作りや運用の要件，環境が大きく
違うにもかかわらず，そういった知識や経験
に๡しい情報システム部門の要員が，OA シス
テムのサイバーセキュリティの流ّで制御シ
ステムに向き合ってしまうことが主要因であ
ると思われる。
　例えば，制御システムそれぞれの運用環境
を考ྀせず，ウイルス対策ソフトの利用や定
期的なパッチ当てを進めようとする，あるい
は੬弱性਍அにて൑明した੬弱性に対し，OA
システムの価値観で重要度を൑அし，設定変
更やソフトのバージョンアップ等で対応しよ
うする，といったことである。前ड़したように，
このようなことは制御システム（特に，稼働
中のもの）では౸ఈ受け入れられない。
　一方で制御システム側の要員には，サイバー
セキュリティの知識や攻ܸに対処した経験を
持っていない，あるいはサイバーセキュリティ
に関する世の中の動向に詳しくない人も多く，
極୺なケースでは「制御システムは外部とネッ
トワーク接続がないから，サイバーセキュリ
ティは関係ない」と主張することもある。そ
の結果，情報システム部門と制御システム部
門との間に᫁᫟が生まれている。
　このような状況では，経Ӧ層によるトップ
ダウンで情報システム部門によるガバナンス
を進めても，サイバーセキュリティ対策，お
よびそのࠜڌとなるリスクアセスメントはな
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かなか進まない。そこで，OA システム，制御
システムを含めた全体のサイバーセキュリ
ティの推進役を情報システム部門に担わせる
場合であっても，制御システムにおけるリス
クアセスメントや対策の立案は制御システム
部門自らが実施できるようにすることが重要
になってくる。また，リスクアセスメントは
一度実施して終わりではなく，ڴҖや対策技
術の動向等を見極めながら，継続的に行う必
要がある。そのためには，制御システムの開
発や運用の当事者をサイバーセキュリティの
専門家として育成し，制御システム部門の内
側からリスクアセスメントを進められるよう
にすること，ならびにそれを継続的に行うこ
とが重要である。前ड़の「産業サイバーセキュ
リティセンター」（6）における教育では，この
ような効果が期待される。
　第２の課題は，アセットオーナーが制御シ
ステムの発注する際にサイバーセキュリティ
に関する仕様を明จ化することである。制御
システムにおいては，機能要件は発注仕様と
して当然のように書かれるものの，非機能要
件であるサイバーセキュリティ対策が書かれ
ることはまだ少ない。アセットオーナーがこ
れを書こうとすれば，制御システム開発の上
流工程でおのずとリスクアセスメントを実施
することになり，その際には，CSMS の認証
基準，およびリスクアセスメントの実施プロ
セスが大いに参考になるはずである。
　また，アセットオーナーとシステムインテ
グレータとの間で，CSMS を「共通言ޠ」と
してセキュリティの仕様を٧めていけば，制
御システムを運用する場面において，現実的
なセキュリティ対策を確実に実装するという
意味で，非常に効果的である（7）。
　さらに，制御システムの発注時に CSMS 認
証の取得を条件とする動きが出てくれば，日
本の制御システム全体のセキュリティレベル
の向上が期待できる。
　これらのことを視野に入れながら，ISMS-
AC としてはセミナー等の開催を継続しつつ，

アセットオーナーとシステムインテグレータ
૒方への働きかけを行い，CSMS が企業の中
で有効に活用されるための普及ܒ発活動を実
施する予定である。

４ɽ+IPDECのインターネットトラスト
　確อへの取組

（̍）ૹ৴ଆにおけるメールͳりす·し対策

　2014 年に発覚した日本年金機構，2015 年の
大手ཱྀ行代理ళ等，昨今の個人情報の大規模
࿙えい事案は，終ଉする兆しが見えない。
　これら事案の୺緒の多くは，なりすましメー
ルによる標的型攻ܸといわれている。なりす
ましメール対策を実施することによって，情
報࿙えいඃ害を未然防ࢭすることが重要であ
る。なりすましメール対策としては，不正ఴ
付フΝイルの無害化やURLのフィルタリング，
標的型攻ܸ܇練等，いわΏるメール受信者側
の対策が注目されているところである。
　他方，JIPDEC は，送信者側におけるメール
なりすまし対策の必要性に着目した。標的型攻
ܸを未然防ࢭするためには，メール送信者自身
がなりすまされないための対策をۓ٤の課題と
捉え，図 10に示すように，いくつかの取組を
行っている。メールなりすまし対策は，インター
ネットトラストの重要な柱の１つである。

（２）�+IPDECの取組と҆৺マークの概要

　JIPDEC の送信者としてのメールなりすまし
の取組を大別すると，メールアドレス単位の対
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図 10　ૹ৴ऀとしてのͳりす·しメール対策



応策である S/MIME とメールドメイン単位の
D,IM に な る。 特 に， 後 者 に つ い て は，
JIPDEC が構築・運Ӧしている「サイバー法人
台ா RO#INS」（8）との連携に基づいたソリュー
ション「安心マーク」の普及・推進に力を入れ
ている。
　図 11に示す安心マークは，メール受信時に
認証された送信メールドメインと RO#INS 上
のデータベース上の送信メールドメインリス
トとの照合を行い，当֘メールドメインの存
在が確認できると，メール受信者のメールボッ
クス上に視覚的に分かりやすいマークを表示
するものである。安心マークは，送信ドメイ
ン認証の１つ D,IM 等の技術面を意識するこ
となく，メール受信者がメールボックスを一

目見て，安心して開いてよいメールを൑அで
きる画期的な仕組みである。
　現在，安心マークは，図 12に示すように，
Ϡフー㈱，ニフティ㈱，㈱コミュニティネッ
トワークセンターのウェブメールシステム上
で表示される。図 13にϠフーメールでの事例
を示す。
　安心マークは，2013 年に始まったインター
ネットを利用した選挙運動において，政ౘの
メールマガジンのなりすまし対策のために初
採用された。その後，金༥機関，地方自࣏体，
情報サービス事業者等，採用範囲がঃ々に広
がってきている。
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図 12　҆৺マークの仕組みとීٴ状況図11　҆৺マーク

図 13　҆৺マークの表ࣔ例



（３）҆৺マークのීࢪٴ策と今後の方਑

　安心マークの普及を促進するため，メール
を利用する企業・ஂ 体，メール送信代行事業者，
メール受信サービスプロバイダー，セキュリ
ティソリューションベンダー等，23 企業・ஂ
体の結ଋの下，JIPDEC が事務局となって
2017 年 1 月に安心マーク推進フォーラムが発
足した。
　JIPDEC は，送信者としてのメールなりすま
し対策をインターネットトラストを形成する重
要な要素と位置づけ，今後も主要な活動の１つ
として取り組んでいく所存である。
　電力，ガス，石油などの重要インフラ事業
者における安心マークへの関心が高まること
を，本ߘを通じてお願いしたい。

５ɽ·とめ

　エネルギー分野におけるサイバーセキュリ
ティ対策のためには，標的型攻ܸのトリガー
となるメールなりすまし対策への取組ととも
に，組৫の情報セキュリティの体制整備が重
要である。JIPDEC および ISMS-AC は，情報
セキュリティ対策として，ISMS 適合性評価制
度を運用してきており，エネルギー分野での
普及が望まれる。
　また，クラウドコンピューティング等イン
ターネットの普及によるサイバーセキュリ
ティへの対策や電子จ書の改ざん等の問題が
在化するなかで，インターネットを前提とݦ
した݈全な情報化社会の実現（インターネッ
トトラストの確保）に向けた事業活動（イン
ターネットトラスト活動）を行っている。
　メールなりすまし対策についても，インター
ネット上の個人，法人，モノ等の真正性を保
証する仕組みが重要であり，企業の実在性等
を示すための「サイバー法人台ா RO#INS」
とドメイン認証 D,IM を組み合わせた「安心
マーク」等の普及に取り組んできた。
　今後は，インターネット上の情報の信頼性
を確保するためのインターネットトラストの

考え方を，国の重要インフラであるエネルギー
分野にも普及していくことが重要であると考
える。
　2017 年度は，JIPDEC 設立 50 周年の節目で
あり，IT 分野のみならず各分野への広がりを
通じた情報経済社会の実現に向けた取組を多
֯的に展開しているところである。
　本ߘで紹介した話題が，エネルギー分野の
サイバーセキュリティ対策のఈ上げにつなが
るととともに，エネルギー分野の企業や関係
ஂ体の皆様と JIPDEC の連携・協力の機会に
なれば，޾いである。

ݙ考จࢀ

（１） https://www.nisc.go.jp/actiWe/infra/outline.html
（２）https://isms.jp/isms.html
（３）https://isms.jp/isms/index.html
（４）https://isms.jp/isms-cls/about-cls.pdf
（５）https://isms.jp/csms.html
（６）https://www.ipa.go.jp/icscoe/
（７）https://isms.jp/csms/doc/JIP-CSMS120-20.pdf
（８）https://robins-cbr.jipdec.or.jp/
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̍ɽ2017 年におけるシェール・ガス革
　命の３ͭのϙイント

　米国を਒源地としたシェール・ガス革命が
在化して８年以上が経過する。現時点におݦ
いては，３つのポイントが挙げられる。
　第１に，2017 年７月時点においても，シェー
ル・ガス革命，シェール・オイル革命が現実
となっているのは，米国だけである。そして，
米国は世界最大の原油生産国にฦり࡙いてい
る（図̍参照）。中国等においても，シェール・
ガスの開発が行われているものの，中国，ポー
ランド等においては，2017 年７月時点におい
ても，ݦஶな成果は挙がっていない。
　第２に，世界最大の石油消費国，天然ガス
消費国である米国における資源エネルギーの
自立は，中東産原油の必要性を減少させ，中
東に対する関心の低下につながっている。オ
バマ政ݖ時代に，シリアの内戦への介入に米

国が消極的となった理由は，米国が中東産原
油に依存する度合いが低下したことがある。
米国は，原油価格低໎の影響を受けて，2016
年の天然ガス生産量は減少しているものの，
長期的な基調として，米国国内の天然ガス生
産量は，増加܏向にある（図２参照）。2016 年
においては，天然ガス価格が低໎したことに
より，天然ガスా開発が低調であったことに

ʦߘدʧ

トランプ政ݖ஀生とシェール・ガス革命，
　　　　　　　　　　シェール・オイル革命の最新動向

和光大学　経済経Ӧ学部
教授ؠ間　߶一
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世界生産量合計
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加えて，原油価格低໎により，シェール・オ
イルの開発が伸び೰んだことから，原油生産
に随൐する天然ガス生産量が減少した。ただ，
足元においては，2017 年に入って，原油価格
が回෮し，米国におけるシェール・ガスの生
産量は増加基調にある。
　第３に，トランプ政ݖ஀生に൐う米国の内向
き指向，保ޢ๵қ主義のࠜఈには，米国の原油
生産量，天然ガス生産量の増加がある。米国は，
シェール・ガス革命により，石油純輸入量が，
急速に減少している（図３参照）。
　米国の石油純輸入量は，2005 年における
1,254.9 万バレル / 日（b/d）から 2016 年には
487.1 万 b/d へと 800 万 b/d 近くも減少してい
る。これは，OPEC（石油輸出国機構）加ໍ国
第２位のイラン，第３位のイラクにおける原油
生産量の合計にඖఢする。つまり，OPEC 加
ໍ国２カ国分の石油需要が，米国から消えたこ
とを意味する。これは，米国の資源エネルギー
安全保োにとって，大きな意味を持っている。
米国は，以前と比ֱして，中東産原油に依存し
なくなっており，中東の平和維持のために，ڊ
ֹの܉事費を投入し，米国人の生命を危険にさ
らす必要がなくなっている。米国の内向き指
向，米国第一を掲げるトランプ政ݖの஀生と
シェール・ガス革命は，ఈ流においてつながっ
ており，コインのཪ表の関係にある。

２ɽ原༉Ձ֨ 50 ドルʗόϨルでੜ産ྔ
　が૿Ճするถ国のシェール・Φイル

　2017 年１月１日から実施されている OPEC
（石油輸出国機構）加ໍ国と，ロシア，メキシ
コをはじめとする非 OPEC 加ໍ国との協調減
産は，当初の目標を 100％超えてॱ守されてい
る。サウジアラビアをはじめとした主要産油国
の目標達成により，国際石油需給は，引き締ま
りを見せ，2017 年１〜３月にかけて，WTI 原
油価格は，50 〜 55 ドル／バレルの範囲で安定
した動きを示した。サウジアラビアを始めとし
た主要産油国は，財政੺ࣈへの危機感から，多
くのエネルギー専門家の予想を超えたペース
で，原油生産量の削減を行っている。しかし，
WTI 原油価格が上昇すると，経済性のある
シェール・オイル油ాの数が増加し，シェール・
オイルの生産量が増加基調となる。既に，米国
のシェール・オイルの生産量は，ఈを打ち，再
び，増加܏向にある（図４参照）。
　米国エネルギー情報局（EIA）の統計による
と，米国のシェール・オイルの生産量は，原油
価格の低໎により，2015 年６月の 560 万 b/d
から，2016 年 12 月には 454 万 b/d に減少した
ものの，2017 年７月には 545 万 b/d に回෮し，
2017 年を通じて，再び 500 万 b/d を超えるこ
とが見込まれている。こうした米国のシェール・
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オイル生産量の増加は，国際原油価格を引き下
げる効果をもたらす。
　2017 年５月 29 日から，米国のドライブ・シー
ズンが始まったものの，石油需要が伸び೰ん
でおり，米国の原油在ݿ量も，2017 年６月 23
日時点において，５億 920 万バレルと過去最
高に近い水準にあり，原油価格が上昇しにく
い状況にある。WTI 原油価格は，2017 年６月
29 日時点において，44.93 ドル／バレルに下落

している。

３ɽڞ࿨ౘトランプ੓ݖ஀ੜとシェール・
　ガス革命，シェール・Φイル革命

（̍）ੴ୸産業をਰୀͤ͞たシェール・ガス革命

　米国におけるシェール・ガス革命は，同時に，
共和ౘの支持基盤である石炭産業のਰୀを引

き起こした。シェール・ガス革命により，米
国の天然ガス価格がඦ万 #tu（ӳ国熱量単位）
当たり２〜３ドル程度まで下落し，米国にお
ける発電コストの点において，石炭火力発電
よりも，天然ガス火力発電に経済的優位性が
でてきた。天然ガス価格が，4.1 ドル／ඦ万
#tu を下回ると，天然ガス火力発電が，石炭火
力発電よりも，経済的に有利となる。その結
果として，発電割合において，天然ガス火力
発電が石炭火力発電を上回り，米国の石炭生
産量が，大きく減少している（図５参照）。
　シェール・ガス革命が起こる前には，米国
の発電量の５割を石炭火力発電が占めていた。
しかし，シェール・ガス革命に൐う，米国の
天然ガス価格の下落とともに，米国の天然ガ
ス火力発電の割合は，３割程度に下落した。
米国における石炭生産量は，石炭火力発電の
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図４　ถ国におけるシェール・Φイルੜ産ྔਪҠ
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図５　ถ国におけるੴ୸ੜ産ྔਪҠ
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割合の低下に൐い，2016 年は前年比 19.0％も
減少している。米国の石炭生産量の減少は，
上ड़のように，共和ౘの有力な支持基盤であ
る石炭産業のਰୀをもたらす。そのため，ワ
イオミング州をはじめとした石炭生産州にお
ける石炭産業の振興，ޏ用の創出を掲げ，ト
ランプ大統ྖは，石炭産業のന人労働者の圧
倒的な支持を得た。トランプ大統ྖと主要閣
྅は，「石炭をはじめとした化石燃料の消費に
よる人ҝ的な地ٿ温ஆ化はない」という立場
にあり，オバマ政ݖが打ち出した石炭火力発
電に係わる規制の見直しを行っている。トラ
ンプ政ݖ஀生の原動力となった米国中西部は，

「ラスト・ベルト」（「ࡺびた工具」の意で，製
造業がਰୀしている米国中西部を指す）と呼
ばれる。この地域は，モンタナ州のバッケン・
シェール・オイル油ాから，テキサス州と
ニュー ŋ メキシコ州のパーミアン・シェール・
オイル油ా，テキサス州のイーグル・フォード・

シェール・オイル油ాへと連なるシェール・
オイル地帯，石炭のڊ大炭߭地域と重なって
いる（図６参照）。トランプ政ݖ஀生とシェー
ル・ガス革命と石炭産業は，米国国౔のなか
でつながっている。

（２）シェール・ガス開発，シェール・Φイル

　開発にੵۃతͳトランプ੓ݖ

　トランプ大統ྖの政策は，基本的に，南部
のテキサス州をはじめとした産油州，中西部
の製造業の企業とന人労働者の意見を取り入
れたものとなっている。主要閣྅についても，
地ٿ環境保ޢよりも，エネルギー業界寄りの
立場を明確にするエネルギー業界，金༥業界
の人材をొ用している（表̍参照）。
　トランプ大統ྖおよび国務長׭をはじめと
した主要閣྅は，①人ྨの経済活動による地
温ஆ化はなく，従って，石炭，石油等も消ٿ
費しても地ٿ環境に影響を与えない。②シェー
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図６　ถ国のओ要ͳシェール・Φイル地域
（出所：EIA）
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官職名 政治的主張
エネルギー開発振興
エネルギー業界支持
石炭火力発電規制反対
テロとの戦い支持
金融規制緩和
金融規制緩和

オバマケアに反対
シェールガス開発規制緩和
移民反対（保守派）

表̍　トランプ੓ݖのओ要ֳ྅

（出所：各種新ฉ報ಓ）



ル・ガス開発，シェール・オイル開発に関す
る規制を見直し，開発を活発にさせることに
よって，景気ු揚をはかり，ޏ用を創出する。
ᶅ石炭火力発電に関する規制を見直し，石炭
産業の振興をはかる，という立場で共通して
いる。このように，これまでのオバマ政ݖの
政策と 180 度異なる主張を行っていることか
ら，野ౘຽ主ౘの反発が強く，与ౘ共和ౘ自
身も，一部に৻重論があり，議会による閣྅
ঝ認が進まなかった大きな要因となっている。
　環境保ޢ庁（EPA）長׭に指໊されたスコッ
ト・プルイット氏は，産油州であるオクラホ
マ州の司法長׭として，地ٿ温ஆ化対策とし
ての石炭火力発電規制に反対し，EPA 長׭ब
任前は，EPA そのものの不要論を主張してい
た。そのため，トランプ政ݖにおいて，EPA
の予算が削減され，地ٿ温ஆ化対策が，大幅
に後ୀしている。既に，EPA のホーム・ペー
ジ上から，地ٿ温ஆ化に関する研究のサイト
が，数多く削除されており，2016 年 11 月４日
に発効したパリ協定に対しても，トランプ大
統ྖは，2017 年６月１日に離脱を表明した。
世界第２位の炭酸ガス排出国である米国が（図
７参照），パリ協定を離脱し，途上国への資金
支援も行わなくなるとすると，もともと炭酸
ガス排出削減に後ろ向きな途上国も地ٿ温ஆ
化対策を行わなくなり，パリ協定は実質的に
形֚化する。
　内務長׭に指໊されたライン・ジンキ氏は，
バッケン・シェール・オイル油ాがあるモン
タナ州下院議員であり，かねてから，シェール・

ガス開発規制の見直しを主張し，米国の国౔
における２割を占める連๜政府所有地につい
て，シェール・ガス開発，シェール・オイル
開発に係わる規制を見直すことを求めてきた。
　オバマ政ݖは，水圧ഁࡅによる，水質Ԛ୙，
地਒༠発をはじめとした環境Ԛછ，石油消費
に൐う地ٿ温ஆ化から，シェール・ガス開発，
シェール・オイル開発に関して，規制を強化
してきた。これに対して，トランプ大統ྖは，
シェール・オイル開発企業大手のコンチネン
タル・リソーシズの最高経Ӧ責任者（CEO）
ハロルド・ハム氏をエネルギー政策の顧問と
し，「シェール・ガス開発，シェール・オイル
開発による環境Ԛછにࠜڌはなく，オバマ政
による間違った規制が，米国のエネルギーݖ
業界に打ܸを与え，ޏ用をୣっている」と主
張している。オバマ政ݖが，地ٿ温ஆ化，環
境Ԛછから反対していた，キーストーン̡̭
パイプラインの建設を，トランプ大統ྖはঝ
認した。2017 年３月 28 日には，トランプ大統
ྖは，石炭火力発電に対する規制の見直しを
行う大統ྖྩにॺ໊し，シェール・ガス開発，
シェール・オイル開発についても，連๜政府
所有地の開発規制を見直すとしている。
　こうしたトランプ大統ྖによる，石油，石
炭の消費঑ྭ，シェール・ガス開発，シェール・
オイル開発に係わる規制؇和，加えて，原油
価格の回෮基調を受けて，米国においては，
シェール・ガス開発，シェール・オイル開発
が活発化している。米国におけるシェール・
オイルの生産量の増加とともに，原油価格は，
再び下落܏向にある（図８参照）。

（３）௕期తͳ原༉Ձ֨にෆಁ໌ײを༩えるト

　ランプ੓ݖ

　エネルギー業界全体としては，トランプ政
に，世界最大のメジャー（国׭が，国務長ݖ
際石油資本）の CEO であった，レックス・ティ
ラーソン氏を指໊し，シェール・ガス開発の
推進をはじめとして，エネルギー業界寄りの
政策を続けていくことは間違いないと考えら
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その他
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図７　୸ࢎガス国ผഉग़ྔׂ合（2016年）
（出所：#P 統計，2017 年６月）



（４）トランプ੓ݖԼでの原༉Ձ্֨ঢ要Ҽ

　原油価格上昇要因としては，第１に，トラン
プ政ݖが掲げる，1 兆ドル（約 109 兆ԁ）に達
する，インフラ整備と大型減੫による経済成長
に൐う石油需要の増加が挙げられる。トランプ
大統ྖは，ֹڊのインフラ投資によって，2,500
万人のޏ用創出と経済成長率の２� から４�
への引き上げを公約している。米国経済にとっ
ての大きな೰みは，潜在成長率の低下にあっ
た。そのため，経済成長率の引き上げは，ニュー
Ϥークג式市場に޷感されている。
　第２に，強ߗなイラン政策による中東情੎
のۓ張化が挙げられる。トランプ政ݖが，オ
バマ政ݖの対話を重視した中東政策とは異な
り，強ߗな中東政策を掲げている背景には，
上ड़のように，米国におけるシェール・ガス
革命により，米国の石油純輸入量が，減少し，
中東産原油への依存が低下したことが挙げら
れる。米国が，中東産原油へ依存する必要性
が低下したことから，米国は，より強ߗな中
東外交を展開できる。トランプ政ݖは，オバ
マ政ݖ時代の，༒和的なイランとの֩合意を
൷൑しており，イランとの֩合意を見直し，
イランによる஄ಓミサイル発ࣹに対して，追
加的な制ࡋを行っている。イランは，米国の
強ߗな姿੎に反発し，ウラン濃縮の再開にも
言及し，イラン国内において，保守強ߗ೿が

れる。しかし，長期的には，トランプ政ݖに
よるエネルギー政策，環境政策，保ޢ๵қ主
義の動きに不ಁ明感があり，長期的な原油価
格の見通しを難しくしている。
　しばしば，トランプ候補が大統ྖ選挙に当
選した後，実際に大統ྖにब任すれば，過ܹ
な言動を抑制し，世界経済の݈全な発展を考
えて，現実的に行動するというָ観論が主張
された。しかし，ච者の予想とおり，2017 年
１月 20 日の大統ྖब任演説と，その後の環太
平༸戦略的経済連携協定（TPP）離脱，北米
自由๵қ協定（NAFTA）の見直し，イランを
はじめとした７カ国のイスラム教国からの入
国ࢭېをはじめとした大統ྖྩ，パリ協定離
脱等，トランプ氏は，大統ྖにब任してからも，
選挙戦から行ってきた過ܹな言動，米国一国
主義的政策に変化はない。経済学の理論とは
異なった，場当たり的発言も続いている。
　こうした，トランプ大統ྖの，先がಡめな
い政策に，今後の世界経済が຋࿔されること
は間違いない。トランプ大統ྖの，予測不可
能な行動は，今後の原油価格の動向にも大き
な影響を与える。トランプ政ݖのొ場が，
2020 年に向けての原油価格に影響を与える要
因としては，原油価格上昇要因と原油価格下
落要因に分けられる。
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台಄すると，ホルムズ海ڦด࠯という中東産
原油供給途絶の事態も考えられる。
　第３に，トランプ政ݖによる਌イスラエル政
策が挙げられる。トランプ大統ྖは，米国の在
イスラエル大使ؗを，イスラエルがट౎と主張
するエルサレムに移すことを検討している。ま
た，イスラエルのネタニϠフट相は，トランプ
政ݖの਌イスラエル政策を後ろ६に，パレスチ
ナ自࣏区への入২を進めている。しかし，エル
サレムは，ユダϠ教，イスラム教，キリスト教
の三大फ教の੟地であり，国連に加ໍする多く
の国は，エルサレムをイスラエルのट౎と認め
ておらず，中東和平に配ྀして，日本をはじめ
とした先進国は，最大౎市であるテルアビブに
大使ؗを設置している。1970 年代の石油ショッ
クをはじめとして，石油というエネルギーのリ
スクのࠜఈには，常にイスラエルとパレスチナ
との問題があり，トランプ政ݖが，大使ؗをエ
ルサレムに設置した場合には，アラブ諸国，さ
らにはイスラム教国全体の反米感情を強め，抗
議デモ，テロの続発，イスラム国（IS）の台಄
をটき，中東全体が，コントロールできない混
ཚ状況にؕる可能性がある。世界における原油
ຒ蔵量の３分の２を占める中東地域における混
ཚは，原油価格高ಅにつながる。第４に，中東
最大の産油国であるサウジアラビアとの関係
も，完全に修෮したとはいえない。トランプ大
統ྖは，かねてより，サウジアラビアにற留す
る米܉の܉事費負担に関して，サウジアラビア
の負担増ֹを求めている。さらに，9.11 同時多

発テロにおけるテロリストの多くが，サウジア
ラビア出身者であったことから，Ҩ଒が，サウ
ジアラビア政府に損害ഛঈを੥求できる法཯が
制定されている。こうしたトランプ政ݖの動き
が，サウジアラビアの不ຬを募らせている。米
国が，中東諸国の関係をۓ張化させることは，
中東情੎を混ཚさせ，原油価格上昇要因となる。

（５）トランプ੓ݖԼでの原༉Ձ֨Լམ要Ҽ

に，原油価格下落要因としては，第１にトٯ　
ランプ政ݖによる保ޢ主義的政策による，世界
経済の成長率低下に൐う石油需要低໎が挙げ
られる。国際通՟基金（IMF）も，2017 年 1
月における世界経済見通しにおいて，トランプ
政ݖによって，世界経済に不ಁ明感が強まった
として，世界経済の成長率を下方修正している

（表２参照）。過ܹな発言を抑制した，2017 年 2
月 28 日の上下両院議会における演説が޷感さ
れたཌ日の 2017 年３月１日に，世界の自由๵
қの原則となる WTO（世界๵қ機関）のࡋ定
には，必ずしも従わないとして，保ޢ๵қ的姿
੎を打ち出し，世界をڻዼさせている。
　第２に，トランプ政ݖは，米国国内におけ
る積極的な石油・天然ガス開発を推進してい
る。同時に，਌ロシア的姿੎が，ロシアとト
ランプ政ݖの༊着の可能性というトランプ政
支持率低下の火種となっている。外交関係ݖ
にも影響するロシアとトランプ政ݖの密接な
関係により，米国とロシアの両国が，原油生
産量を将来的に増加させ続けると，世界の石
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世界

日本

米国

ユーロ

中国

インド

ブラジル

アセアン５

中東アフリカ

2011 年

3.9
- 0.6
1.8
1.5
9.3
6.3
2.7
4.5
3.9

2012 年 2013 年

3.4
1.6
2.2
- 0.4
7.7
6.9
2.7
5.1
2.4

3.4
1.5
2.3
- 0.7
7.7
4.7
1.0
6.2
4.8

2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年

3.2
1.2
2.6
2.0
6.9
7.6
- 3.8
4.8
2.5

3.1
0.9
1.6
1.7
6.7
6.6
- 3.5
4.8
3.8

3.4
0.8
2.3
1.6
6.5
7.2
0.2
4.9
3.1

3.6
0.5
2.5
1.6
6.0
7.7
1.5
5.2
3.5

3.4
0.0
2.4
0.9
7.3
7.2
0.1
4.6
2.7

表２　IM'世քࡁܦ見通し

（出所：IMF 統計，2017 年１月）



油需給が؇和し，原油価格下落要因となる。
　トランプ大統ྖが掲げる，ֹڊのインフラ
投資，大幅減੫，規制؇和が޷感され，ニュー
Ϥークג式市場のダウ平גۉ価が޷調である
ものの，このように，トランプ政ݖの政策が，
世界経済の成長率上昇ˠ原油価格上昇となる
のか，保ޢ๵қ主義による世界経済の低໎ˠ
原油価格下落となるのか，現時点においては，
不ಁ明な部分が多い。

（６）1�0౓੾りସわるトランプ੓ݖの環境੓策

　オバマ政ݖは，地ٿ環境保ޢを重要視するຽ
主ౘの考え方に従って，地ٿ温ஆ化対策として
の 炭 酸 ガ ス を は じ め と し た 温 室 効 果 ガ ス

（GHG）排出削減に積極的に取り組み，脱石油，
低炭素社会の構築を掲げた。従来は，平等な炭
酸ガス排出削減を求める先進国と「炭酸ガスの
濃度上昇は，主として，産業革命以降の先進国
の責任である」と主張する途上国との対立から，
地ٿ温ஆ化対策への交বがఀ଺した。
　しかし，オバマ政ݖが中心となって，2016
年 11 月４日にパリ協定が発効し，人ྨの歴࢙
上初めて，世界の 196 の国と地域が，１つとなっ
て，温室効果ガス排出削減の自主目標を設定
し，地ٿ温ஆ化対策に取り組むこととなった

（表３参照）。
　米国大統ྖ選挙においては，ຽ主ౘのクリン
トン候補も，オバマ政ݖにおける地ٿ環境保ޢ
政策を継ঝすることとしていたものの，パリ協
定発効の４日後には，多くの選挙予想を෴す形
で，トランプ候補が勝利を収めた。トランプ大

統ྖは，「地ٿ温ஆ化はない」という立場にあり，
パリ協定の離脱を表明し，途上国に対する地ٿ
温ஆ化対策のための資金支援も見直す。もちろ
ん，オバマ前大統ྖも，トランプ大統ྖब任に
よるパリ協定離脱に備え，４年間は，パリ協定
を離脱できない取り決めとなっていることか
ら，トランプ大統ྖの決定によっても，ただち
にパリ協定を離脱することはできない。しかし，
パリ協定は，自主目標であり，すべての国が，
目標を達成しても，気温上昇を，産業革命前か
ら２℃以内に抑えられないだけではなく，目標
達成に義務付けがなく，ペナルティーがないこ
とから，世界第２位の炭酸ガス排出国である米
国が，石油をはじめとした化石燃料の消費を増
加させ目標達成を無視すると，自主目標をॱ守
する国との不公平感から，世界各国が炭酸ガス
排出削減目標達成に消極的となり，パリ協定は，
事実上空ಎ化する。気候変動の専門家，環境保
。೿が多いຽ主ౘの反発をもたらしているޢ
　石炭火力発電の推進，石炭産業の振興，石
炭労働者のޏ用の創出は，トランプ政ݖが，
選挙戦から掲げている公約である。「人ҝ的な
地ٿ温ஆ化はない」という立場のトランプ政
は，米国のみならず，世界全体における石ݖ
炭消費の促進政策を行う可能性が強く，米国
における炭酸ガス排出量が増加する可能性が
大きい。また，米国証݊取引委員会（SEC）
が求めるカーボン・リスク˞の開示についても，
ഇࢭへの動きを行っている。
　米国経済の中心ともいえる自動車産業の保ޢ
に関しても，トランプ政ݖは，企業の育成とޏ
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採択年

対象国

地球全体の
目標

各国の目標

途上国支援

京都議定書 パリ協定
2015 年

世界 196 の国と地域
平均気温の上昇を産業革命前から
２℃未満，1.5℃以内に抑制する努力

作成，報告を義務化，達成は義務づけない
先進国の支援義務，途上国の自主的拠出

1997 年
先進国のみ

2012 年までに 1990 年比５％削減

日本６％，EU８％
規定なし

表３　ύリڠఆの概要（ژ౎ٞఆॻとのൺֱ）

（出所：各種新ฉ報ಓ）

˞炭酸ガス排出が気候変動をもたらし，ペナルティー，企業価値の低下等，企業の収ӹ・財務に悪影響を与えるリスクを         
　 有価証݊報ࠂ書に記載することを求める規制で，石油企業をはじめとしたエネルギー企業の経Ӧに大きな影響を与える。



用の創出の観点から，保ޢ๵қ主義的政策を打
ち出し，GM，フォードをはじめとした米国の
自動車業界は，燃費が良い，小型車が得意な日
本の自動車メーカーと異なり，多目的スポーツ
車（SUV）のような，燃費が悪い，大型車の生
産に強みを持つことから，トランプ政ݖに，オ
バマ政ݖ時代の厳しい燃費規制の؇和を働きか
けている。トランプ政ݖによる，米国の自動車
産業保ޢ，燃費規制の؇和政策は，米国のガソ
リン消費量に影響を与えるとともに，電気自動
車，燃料電池車をはじめとした環境対応車の開
発にも大きな影響を与える。なͥならば，米国
は，中国に世界ट位をৡったとはいえ，カリフォ
ルニア州をはじめとして，環境対応車規制に関
して，先進的な役割を果たしてきており，5,000
〜 6,000CC 級の大型車の市場として，ݎ調に伸
びているからである（図�参照）。

（７）地ٿ環境อޢ੓策見௚しのੴ༉・ఱવ

　ガス開発へのӨڹ

　地ٿ環境保ޢ政策の見直しは，石油・天然ガ
ス開発にも影響を与える。トランプ政ݖは，「人

ҝ的な地ٿ温ஆ化はない」という立場から，積
極的に油ా開発・天然ガス開発を行い，石炭，
石油，天然ガスの大量消費を行い，労働者に仕
事を与え，経済を発展させるという考え方を
持っている。
　そのため，第１に，オバマ政ݖが৻重であっ
た，米国メキシコ湾ԭ合い油ా，北極海油ాの
開発に係わる規制の؇和を行う。既に，エクソ
ンモービル，シェブロンをはじめとした米系メ
ジャーは，深海部油ాの開発への投資֦大を検
討している。原油流出事ނを引き起こした #P
も，米国メキシコ湾深海部油ా開発を活発化し
ている。米国メキシコ湾ԭ合い油ాの原油生産
量は，増加基調にある（図 10参照）。
　第２に，シェール・ガス開発，シェール・
オイル開発による環境Ԛછはなく，水圧ഁࡅ
による地਒༠発の危険もないという立場から，
オバマ政ݖ時代の規制を؇和し，シェール・
ガス，シェール・オイルの開発コストを低減
する動きが進められている。シェール・ガス
開発，シェール・オイル開発に関する規制は，
州政府ごとに決められているものの，米国の

図10　ถ国メΩシコ࿷原༉ੜ産ྔ（2010〜201�年）

（出所：EIA 統計）
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国౔の２割を政府保有地が占めており，政府
保有地と天然資源を管理するライアン・ジン
キ内務長׭は，バッケン・シェール・オイル
油ాがあるモンタナ州の下院議員として，
シェール・ガス開発，シェール・オイル開発
の規制؇和に前向きであり，将来的に，米国
の天然ガス生産量，原油生産量は，増加する
ことが期待される。
　第３に，エネルギー開発に係わるインフラ
整備が進められることが予想される。既に，
オバマ政ݖ時代に，環境ഁյへのݒ念，米国
国内の石油消費を増加させるという理由から，
大統ྖڋ否ݖが発動されていた，カナダのオ
イル・サンドを米国メキシコ湾の製油所に輸
送するパイプラインであるキーストーン̡̭
パイプライン（全長 2,700km）と，ノースダコ
タ州のシェール・オイルを，中西部の製油所
に輸送するダコタ・アクセス・パイプライン（全
長 1,900km），の建設を推進する大統ྖྩに
2017 年１月 24 日にॺ໊している（図11参照）。
石油・天然ガス・パイプラインをはじめとし
たエネルギー関連のインフラ整備は，トラン

プ政ݖの重要な政策であり，今後も地域経済
への޷影響が期待されている。
　第４に，シェール・ガスを原料とした，液化
天然ガス（LNG）の輸出が，一段と推進される
ことが見込まれる。米国においては，シェール・
ガス革命により，天然ガス生産量が増加基調と
なっている。天然ガス生産量の増加とともに，
米国国内の天然ガス余剰感から，天然ガス価格
が下落し，米国の石油企業は，余剰なシェール・
ガスを原料とした LNG の輸出֦大を，政府に
要望している。トランプ政ݖは，石油産業振興
のためにも，自由๵қ協定（FTA）締結国以
外にも，積極的に LNG を輸出していく政策を
とることと考えられる。米国のシェール・ガス
を原料とした LNG は，ルイジアナ州ϔンリー・
ハブ渡しの天然ガス価格を指標とし，仕向け地
条߲がなく，転売も認められていることから，
日本にとって，LNG 調達源の多様化につなが
るとともに，LNG 調達価格のॊೈ化，機動的
な LNG のディーリングが行えることとなる。
米国においては，既に，数多くの LNG 輸出プ
ロジェクトが，構想されている（表４参照）。
　炭酸ガス排出規制に反対し，シェール・ガ
ス開発，シェール・オイル開発が環境をഁյ
せず，石油の大量消費を通じて，経済成長と
用の創出をはかるという，大統ྖब任後にޏ
おけるトランプ政ݖの政策は，石油業界をは
じめとしたエネルギー業界にとっては，追い
風である。シェール・ガス，シェール・オイ
ルの開発規制؇和は，シェール・ガス，シェー
ル・オイルの開発コストを低減させ，油ా開発，
天然ガスా開発を容қにさせる効果を持って
いる。また，炭酸ガス排出規制のఫഇは，自
動車，航空機をはじめとした輸送用燃料の大
量消費を促し，従来の供給面からのオイルピー
ク論とは異なった，需要面における，世界の
石油消費量がピークに達し，石油の時代が終
わるというݒ念を෷১できる可能性がある。
トランプ大統ྖのエネルギー政策の勝者は，
シェール・ガスであるという見方が出ており，
米国は，シェール・ガス革命により，石油産
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図11　Ωーストーン̡̭ύイプライン概要

（出所：石油天然ガス・金属߭物資源機構（JOGMEC））



業の発展と，単位熱量当たりの炭酸ガス排出
量が，石炭よりも少ないシェール・ガスの利
用により，炭酸ガスの排出削減という二重の
効果を得られると考えられる。米国国内の
シェール・オイルの生産量も，ఈを打って，
2017 年には，再び 500 万 b/d を超える。米国
エネルギー情報局の見通しによると，将来的
にも，米国のシェール・オイルの生産量は，
増加を続けると見込まれている（図 12参照）。

４ɽถ国シェール・Φイルのఈ力

（̍）シェール・Φイルにより্஋を཈制͞Ε

　る原༉Ձ֨

　2017 年 1 月から行われている OPEC 加ໍ国
と非 OPEC 加ໍ国による合計 180 万 b/d に達
する協調減産によって，一度は原油価格が 50

ドル／バレル台を超えた。しかし，2017 年５
月以降は，WTI 原油価格は，50 ドル台を割り
込んでいる。これは，原油価格の回෮とともに，
米国のシェール・オイルの生産量が増加して
いることによる。　　
　2017 年５月 25 日の OPEC 総会において，
2018 年３月まで，̕カ月間協調減産をԆ長す
ることを決定したにもかかわらず，WTI 原油
価格は，2017 年６月 29 日時点において，44.93
ドル／バレルを割り込んで低໎している。
　2017 年７月時点において，米国のシェール・
オイルの生産量と原油価格は，コインのཪ表
の関係にある。OPEC が原油生産量を削減し，
原油価格が回෮すると，米国のシェール・オ
イルの生産量が増加する。米国のシェール・
オイルの生産量が増加すると，原油価格が下
落する。さらに，原油価格の下落は，米国の
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キャメロン LNG

地域

表４　ถ国 -NG༌ग़プロジェクト

（出所：各種新ฉ報ಓ）

図12　ถ国のシェール・Φイルੜ産ྔ

（出所：EIA 統計）



シェール・オイル開発のఀ଺をもたらす。原
油価格は，2016 年を通じて低໎したことから，
米国におけるシェール・ガス，シェール・オ
イルの生産量は，７年ぶりに減少に転じてい
る（図 13参照）。
　つまり，原油価格上昇ˠ米国のシェール・
オイルの生産量増加ˠ原油価格への下方圧力
ˠ米国のシェール・オイルの開発ఀ଺ˠ原油
価格への上方圧力，というサイクルである。
そのため，OPEC が協調減産をԆ長すること
によって，原油価格の๫落を回ආしているも
のの，ٯに，原油価格が回෮すると，米国の
シェール・オイルの生産量が増加して，上値
を抑制する結果をもたらす。市場の言葉を使
うならば，フロア（下限）を OPEC の協調減
産が支え，キャップ（上限）を米国のシェール・
オイルが抑制している（図 14参照）。

（２）ఈ力を૿すถ国のシェール・Φイル

　2017 年 1 月 1 日から，OPEC と非 OPEC に
よる協調減産が実施され，OPEC 加ໍ国によ
る減産ॱ守率が 100� を超え，石油需給ߧۉへ
の期待感から，WTI 原油価格は，50 〜 55 ド
ル／バレルの範囲で推移した。しかし，サウ
ジアラビアをはじめとした OPEC 加ໍ国は，
米国のシェール・オイルのఈ力を，再び見ޡっ
た。これは２度目となる。
　2014 年 11 月の OPEC 総会において，米国
のシェール・オイルとの消໣戦をサウジアラ
ビアが開始した時点において，米国のシェー

ル・オイルの生産コストは，60 〜 80 ドル／バ
レルと考えられていた。サウジアラビアが，
原油生産量を削減せず，「原油価格を市場に任
せ」，原油価格の下落を放任すれば，米国の
シェール・オイル生産企業は，経Ӧഁ୼し，
米国のシェール・オイルの生産量は減少する
と予想されていた。しかし，2015 年に入り，
WTI 原油価格が，50 ドル／バレルを割り込ん
でも，米国のシェール・オイルの生産量は，
減少するどころか，ٯに増加した。シェール・
オイルのఈ力を，サウジアラビアは見ޡった。
　サウジアラビアが見ޡった理由として，第１
には，米国のシェール・オイルの生産コストが
低下することはないと考えたことが挙げられ
る。もともと，シェール・オイルは，水のਁಁ
率が，通常の油ా（在来型油ా）と比ֱして 1
万分の 1 程度という，ߗいؠ盤であるทؠに存
在する非在来型石油である。水のਁಁ率が極め
て低いため，シームレス・パイプライン（継͗
目のない߯管）によってҪށを۷削しても自噴
しない。当然のことながら，原油を生産するの
に手間がかかり，生産コストは，在来型油ాよ
りも割高となる。サウジアラビアが，米国の
シェール・オイルに消໣戦を௅んだ時点におい
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図13　ถ国のエネルΪーੜ産ྔ

（出所：EIA 統計）

キャップ 米国のシェール・オイル

WTI原油価格（45～50ドル／バレル）

OPECの協調減産フロア

図14　国際原༉Ձ֨のメカニズϜ

けつ   がん



くる。そのため，通常の油ాにおいては，۷削
という初期投資は大きいものの，操業費（ラン
ニング・コスト）は，極めて小さい。
　それに対して，非在来型石油の場合には，
石油のࠜ源ؠに相当するทؠという水が，ほ
とんどਁಁしないߗいؠ盤の中に，石油の成
分が含まれている。そのため，単純にॎにҪ
，を۷削しただけでは，シェール・オイルはށ
自噴しない。もともと，地下のทؠに石油が
存在することは，50 年以上前から，石油専門
家には知られている。
　しかし，Ҫށを۷削しても，自噴しないこ
とから，生産コストが 200 ドル／バレルを超
えると考えられ，経済性がないことから，世
界中の石油企業は，最初からシェール・オイ
ルの開発を放غしていた。つまり，地ٿ上に
存在していても，経済的に生産できないとい
うことは，存在しないことと同じである。し
ばしば，地ٿ上の海には，人ྨが消費する合
計 7 万年分のウランが存在しているとされ，
地ٿに降り注ぐ太陽エネルギーの１時間分は，
人ྨが消費するエネルギーの１年分に等しい
とされている。しかし，それは理論上の話で
あり，地ٿ上にエネルギーとしては存在する
ものの，海水に含まれるウランの濃度が低す
͗，経済的に取り出す技術，地ٿに降り注ぐ
太陽エネルギーを，宇宙空間において採取す
る技術を，現在の人ྨは，持っていないために，
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ては，米国のシェール・オイルの生産コストは，
60 〜 80 ドル／バレル程度，それに対して，サ
ウジアラビアの陸上油ాの生産コストは，４〜
５ドル／バレルだった。これだけ生産コストに
ࠩがあれば，価格競争を௅めば，簡単に米国の
シェール・オイル生産企業が経Ӧഁ୼すると考
えても当然といえる。ところが，米国のシェー
ル・オイル生産企業は，生産コストの引き下げ
に成功した（図 15参照）。
　2017 年７月時点において，条件が良い，標
準的なシェール・オイルの生産コストは，20
〜 30 ドル／バレルに低下している。こうなる
と，原油価格が 40 ドル／バレルとなっても，
米国のシェール・オイル生産企業は，シェール・
オイルの生産が可能となる。
　第２に，シェール・ガス革命，シェール・オ
イル革命を，革命たらしめた開発技術の֩心
は，޵Ҫ仕上げ，水圧ഁࡅ，水平۷削，等の最
新の油ా開発技術における精៛な組み合わせ
にある。在来型石油の油ాと非在来型石油の油
ాの構造は，石油工学的に異なっている。
　在来型石油とは，在来型の油ాから生産され
る原油であるが，在来型石油は，貯留ؠという
ૈい࠭粒から構成された࠭ؠの࠭粒のܺ間に，
石油の粒が存在している。水のਁಁがあり，ॎ
にシームレス・パイプ（継͗目がないパイプ）
によって۷削すると，Ҫށが，地下の貯留ؠに
ಧくと，地下の圧力によって，自然に自噴して
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経済的に利用できるエネルギーとはいえない。
　この，「経済的に利用」というポイントは，
多くのエネルギーの分野において，重要となる。
資源エネルギーというものは，「経済的」であっ
て，初めて，エネルギーといえる。宇宙の物質
における４分の３は，水素という物質から成り
立っている。だからといって，銀Տ系の外から，
水素を採取してくることは，現在の人ྨの技術
ではできないことから，水素エネルギーは，無
限であるとはいえないことと同じである。
　同様に，21 世紀初಄までのシェール・オイ
ルも，そうした資源エネルギーの１つであっ
た。ところが，上ड़のように，既存の油ాに
おいて実用化されていた，水圧ഁࡅ（高圧の
水をؠ盤にぶつけて，割れ目を作り，石油を
採取する技術），水平۷削（地下の深い部分で，
シームレス・パイプを，水平にંりۂげ，パ
イプが，石油を含むؠ盤と接する面積を増や
す技術），プロパント（水圧ഁࡅによって，作
り出したؠ盤の割れ目が࠹がらないようにす
る࠭粒等の物質），化学物質（ؠ盤を溶かす硫
酸，界面活性剤等）をはじめとした，様々な
技術を精៛に組み合わせることによって，生
産コストをܶ的に低下させることに成功し，
米国のシェール・ガス革命，シェール・オイ
ル革命が実現したと言える（図 16参照）。
　こうした歴࢙から，原油価格の下落に対応す
べく，生産コストを一段と低下させるためには，
上ड़の技術を，さらにຏき上げる必要が求めら
れた。具体的には，①水圧ഁࡅによって発生す
る振動೾を，コンピューター解析することに

よって，地質構造を精密に分析し，最適なؠ盤
の割れ目の作り方を研究し，②水平۷削によっ
て，水平にԆ伸されたシームレス・パイプの長
さをԆばし，ทؠと接触する面積を大きくし，
ᶅプロパントにセラミックを利用することに
よって，よりؠ盤の割れ目が，ڱまらないよう
にする，等の技術開発を日々行っている。
　こうした，シェール・ガス開発，シェール・
オイル開発に，日本企業も貢献している。日本
の石油化学企業であるクレハが，世界最初に工
業生産に成功した，ポリグリコール酸（PGA）も，
シェール・オイル開発における生産コストの低
減に，大きく寄与している。ポリグリコール酸
は，生分解といって，細ە等により，自然に分
解する性質を持っており，これまでは，手術の
際の๓合用ࢳとして利用され，自然に分解する
ため，ൈࢳの必要がなかった。こうした性質が，
シェール・ガス開発，シェール・オイル開発に
応用されている。なͥかというと，シェール・
オイルの開発は，開発期間が３〜４カ月と短期
間であるものの，シェール・オイルの生産量も，
1年で７〜８割程度減ୀする性質を持っている。
そのため，シェール・オイルという小さなҪށ
を短期間で۷って，短期間のうちに投資を回収
するために，原油生産量が減ୀし，Ҫށをดじ
るうえで，ポリグリコール酸によって，地下の
設備を作っておくと，自然に溶けてしまい，۷
削したҪށをด࠯するコストを節約できる。こ
うした，様々な開発技術の進歩が，シェール・
オイルの生産コストを低下させ，サウジアラビ
アの原油にとって，大きなڴҖとなっている。

− 47 −第 40 巻 第２号（2017）

図 16　シェール・Φイル༉ా開発における技術革新例

（出所：h 日本の石油産業 2016 ，ɦ石油連ໍ，2016 年４月）



　第３に，シェール・オイルは，操業費（ラン
ニング・コスト）の割合が，初期投資と比ֱし
て大きく，コスト低減の可能性が大きいことが
挙げられる（図17参照）。シェール・オイルは，
陸上の地下 4,000 ̼程度を۷削し，地上にڊ大
な設備を必要としないことから，ֹڊの初期投
資は必要がないものの，Ҫށを۷削した後に，
高圧の水を注入し，界面活性剤等の化学物質を
利用して，原油生産時に，常に作業を行う必要
があり，ランニング・コストが占める割合が大
きい。ٯに言えば，そのランニング・コストを
低下させることによって，シェール・オイルの
生産コストを低下させることが可能となる。
　シェール・ガス開発，シェール・オイル開発
には次のような性質がある。①在来型の油ాと
比ֱして，数多くの手間のかかる技術を，精៛
に組み合わせる必要があること。②在来型の油
ాの場合には，開発に５〜 10 年の時間を必要
とするのに対して，シェール・オイルの開発に
は，３〜４カ月程度しかかからず，原油価格が
上昇すれば，すぐに開発を開始し，原油価格が
下落すれば，開発を先送りするという，機動的
な対応が可能であること。ᶅシェール・オイル
の場合には，Ҫށの۷削という初期投資より
も，Ҫށを۷削した後に，高圧の水を注入した
り，水平にંりۂげたҪށをԆ伸したりといっ
た，後の手間，Ҫށのメンテナンス費用の割合
が大きい。
　生産コスト構造（図17参照）を見ても分か
るように，米国のメキシコ湾深海部油ాの場合
には，深海で作業するロボット（ROV）を利用
した，高圧に耐えられる設備の建設，海ఈから
陸地までのパイプラインの建設，ڊ大な༸上設

備の設置等，ֹڊの投資が必要であるものの，
一度原油生産を開始すると，原油が自噴するた
めに，後のメンテナンス費用は，大きくかから
ない。ところが，シェール・オイルの場合には，
陸上のҪށの۷削に，ֹڊな設備は必要がない
ものの，常に，高圧の水を注入し続け，ؠ盤に
割れ目を作って，フロー・バックという，水と
一緒に，ؠ盤に含まれた石油の粒を追い出すと
いう作業が必要であり，また，プロパント，化
学物質の注入も行っていかなければならない。
　こうしたシェール・ガス，シェール・オイ
ルの性質から，次のようなことが言える。第
１に水圧ഁࡅをはじめとした技術は，既に確
立した技術であり，新たな革新的発明は必要
ない。どちらかといえば，確立した技術を，
より৬人ܳ的にຏき上げる方法をとる。その
ため，઴進的な生産コストの低減が可能とな
る。ちょうど，൒導体の記Ա容量を，ঃ々に
大きくしていく技術進歩と同じである。超Ի
速ジェットཱྀ客機，宇宙空間をԟ෮するスペー
ス・シャトル，高速増৩炉，֩༥合をはじめ
とした革新的な技術開発は，50 〜 100 年単位
の時間が必要とされる。それに対して，ガソ
リン・エンジンの燃費向上は，燃料噴ࣹ装置
のコンピューター解析，自動車車体のܰ量化
をはじめとした，઴進的な技術開発により，
より容қに達成できる。シェール・オイルの
生産コスト低減は，ガソリン・エンジンの燃
費向上の技術開発と似たところがある。
　第２に，初期投資と比ֱして，操業費の割
合が大きいということは，現場の作業を，ど
のように効率化し，コストを削減できるかと
いう生産性の向上が占める割合が大きいとい
うことが挙げられる。例えば，高圧の水注入
における作業員の最適配置，注入した水の回
収・Ԛછ処理の効率化等，日本の製造業にお
いて，日々努力しているコスト低減努力と同
じことを行っている。
　第３に，シェール・ガス，シェール・オイル
の開発期間が短く，同時にシェール・オイルの
生産期間が短いという性質から，小規模の油ా
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を，原油価格の動向に応じながら，۷削するҪ
を増やしたり，減らしたりするという機動的ށ
な対応ができるということもいえる。通常の油
ాの場合には，原油価格が高ಅしている時期に，
ӹを取得し，開発を始め，５年後に原油生産ݖ
を開始した時点では，原油価格が下落している
というリスクがあるものの，シェール・オイル
には，そうしたリスクは小さいといえる。また，
Ҫށの۷削期間が短く，初期投資が小さいこと
から，Ҫށを۷削して，޵Ҫ仕上げを行わず，
原油価格が上昇するまで，シェール・オイルの
生産を待つ油ా（DUC：۷削済み未仕上げ޵Ҫ： 
Drilled but Uncompleted）を在ݿとして持って
おいて，原油価格が上昇した時に，シェール・
オイルの生産を開始し，利ӹを挙げることも可
能となる。実際に，原油価格が低໎した時には，
この在ݿである DUC の開発を行って，۷削投
資を抑制しながら，シェール・オイルの生産を
行い，利ӹを挙げながら，生産量を維持したと
いう経験がある。
　このように，シェール・ガス，シェール・
オイルは，既存技術のຏき上げ，経験の蓄積
による学習ۂઢ，日々のコスト削減への生産
性向上，より地層構造が簡単なシェール・オ
イル油ాの開発等が，2017 年７月時点におい
ても行われている。米国のビッグ・スリーと
呼ばれる，バッケン・シェール・オイル油ా，
イーグル・フォード・シェール・オイル油ా，
パーミアン・シェール・オイル油ాにおける，
条件な，スイート・スポットと呼ばれる޷
シェール・オイルの生産コストは，20 ドル／
バレル程度まで低下している。米国における，
シェール・ガス，シェール・オイルの生産性
向上は，今後も行われることは間違いない。

（３）·とめɿサ΢ジアラビアを見ޡΒͤたถ

　国シェール・Φイルのੜ産コスト௿Լ

　2017 年に入り，サウジアラビアは，再び，
米国のシェール・オイルのఈ力を見ޡってい
る。OPEC と 非 OPEC が 協 調 減 産 を 行 い，
WTI 原油価格が 50 ドル／バレル超に回෮し，
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中東産油国の財政が一ଉついた。原油価格の上
昇によって，中東産油国をはじめとした資源国
の経済が安定化したものの，同時に，原油価格
が 50 ドル／バレルを超え，サウジアラビアの
予想よりも早く，米国のシェール・オイル開発
が活発化している。サウジアラビアとしては，
WTI 原油価格が，60 ドル／バレルを超えた水
準から，米国のシェール・オイルの生産が増加
すると考えていた。ところが，米国のシェール・
オイルは，WTI 原油価格が 50 ドル／バレル程
度で油ా開発が活発化する。
　その理由として，次のことが挙げられる。
第１に，シェール・オイル開発，シェール・
ガス開発における生産性の向上が挙げられる。
水圧ഁࡅ，水平۷削の技術革新，コンピュー
ター解析によるマイクロ・センシングのノウ
ハウの蓄積等により，１Ҫށ当たりのシェー
ル・オイルの生産量が増加している。
　第２に，Ҫ۷ށ削の技術革新が行われてい
る。１本のҪށを۷削する時間とコストが削
減されている。2017 年７月時点においては，
地下 3,000 m のҪ۷ށ削に，１ि間程度の作業
日数しか必要としない。そのため，シェール・
オイル開発の初期投資が低減している。
　第３に，シュルンベルジェ社，ベーカー・
ώューズ社をはじめとした石油サービス会社
の開発ノウハウが蓄積し，中ݎ・中小石油企
業が，より安価にシェール・オイル開発の外
部サービスを受けることが可能となっている。
　こうした，生産性の向上に൐うシェール・
オイルの生産コストの低下により，WTI 原油
価格が 50 ドル／バレルを割り込んでも，シェー
ル・オイルの開発が行われている。国際原油
先物市場は，2015 年，2016 年と同じく，米国
における油ా開発に用いるリグ（新規油ా開
発のための۷削装置）稼動数を注目している。
米国のリグ稼動数は，2017 年に入って，増加
が続いている（図 1�参照）。
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５ɽ૿Ճするถ国͔Βの原༉༌ग़と -NG
　༌ग़

　米国は，2017 年 1 月からの原油価格回෮に
より，シェール・オイルの生産量は，再び増
加基調にあり，2016 年は，500 万 b/d を割り
込んだものの，2017 年には，再び，500 万 b/d
を超えている。米国における，シェール・オ
イルの生産量の増加は，国際石油需給の؇和
につながり，原油価格の下落要因となる。米
国の石油企業にとっては，米国国内において，
シェール・オイルというܰ質原油の余剰感か
ら，シェール・オイルの輸出を֦大するイン
センティブ（༠因）が働く。
　さらに，米国における天然ガス生産量の増
加から，シェール・ガスを原料とした LNG 輸
出が，2016 年から開始されている。米国にお
いては，相次いで，シェール・ガスを原料と
したLNG輸出プロジェクトが構想されている。
米国は，アラスカを除いて，本౔ 48 州からの
LNG 輸出は行われていなかった。しかし，今
後は，2040 年に向けて，米国からの LNG 輸出
が，大きく増加する可能性が強い（図 1�参照）。
　OPEC 加ໍ国においても，協調減産の対象

外となっている，ナイジェリア，リビアの原
油生産量が増加している状況において，さら
に，米国からの原油輸出，LNG 輸出が増加す
る状況は，原油価格，LNG スポット（随時取引）
価格の下押し要因となる。ただ，WTI 原油価
格が，45 ドル／バレルを割り込み，2017 年６
月 30 日には，ようやく，米国における稼動リ
グ数が，減少に転じている。今後は，OPEC
加ໍ国による協調減産の動向と，米国のシェー
ル・ガス，シェール・オイルの生産コスト低
減との消໣戦が，2018 年に向けての原油価格
に大きな影響を与えると考えられるのである。

６ɽおわりにɿシェール・ガス革命は日
　本ࡁܦにとってେ͖ͳԸܙ

　米国における，シェール・オイルの生産量
の増加に൐う原油価格の下落は，２つの経࿏
を通じて，日本経済に恩恵をもたらしている。
　第１に，日本における原油ߪ入価格の面から
考えると，シェール・オイルの生産量が増加し，
2016 年における国際原油市場は，100 万 b/d 〜
150 万 b/d 程度，供給過剰の状況となり，原油
価格が下落する。日本にとって，最大の輸入品
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図1�　ถ国のシェール・Φイルと-NGの༌ग़入

（出所：EIA 統計）
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目は石油であり，日本が輸入する原油価格は，
ドバイ原油とオマーン原油のスポット価格の平
，に連動することから，国際原油価格の下落はۉ
石油輸入金ֹの減少をもたらす。
　第２に，日本が輸入する LNG 入価格の面ߪ
においては，輸入する LNG の７〜８割程度は，
10 〜 15 年程度の長期ܖ約であり，ߪ入価格は
原油価格に連動することから，原油価格の下
落に൐い，長期ܖ約の LNG 入価格の低下にߪ
つながる。さらに，米国，߽州等から，新規
LNG の供給が始まっていることから，LNG の
需給が؇み，スポット（随時ܖ約）取引の
LNG 価格も下落する。2017 年 7 月時点におい
ては，米国，߽州からの LNG 供給量が増加し
たこと，日本，ؖ国がౙの天然ガス需要期を
過͗たこと等から，LNG スポット価格は，６
ドル／ඦ万 #tu 程度となり，東日本大਒ࡂ直
後と比ֱして 12 ドルも下落している。輸入原
油ߪ入価格，LNG 入価格の下落により，日ߪ

本の 2016 年の๵қ収支は，東日本大਒ࡂ以降，
初めて黒ࣈとなった（図 20参照）。
　日本の石油をはじめとした化石燃料の輸入
ֹは，過去最大の๵қ੺ࣈとなった 2014 年と
比ֱして，2016 年は，石油が 10 兆ԁ，LNG
と LP ガスを合わせて５兆ԁ，合計 15 兆ԁも
減少している。日本の໊目国内総生産（GDP）
は，499 兆ԁであることから，໊目 GDP の３
� にも相当する可処分所得֦大効果，国෋の
流出を回ආすることが，シェール・ガス革命
によって起こっている。
　さらに，シェール・オイル革命による原油
価格の下落は，日本における物価の安定につ
ながっている。原油価格の下落は，ガソリン
代をはじめとした輸送用燃料の低下をもたら
すのみならず，石油化学製品をはじめとした
素材価格の下落，物流費の削減にもつながる。
そのため，日本をはじめとした欧米諸国は，
過度なインフレーション（物価の持続的な上
昇）を໔れ，物価が安定する。日本の場合も，
この２年間にわたって，消費者物価指数は，
安定している（図 21参照）。
　日本にとって，米国国内において，起こっ
たシェール・ガス革命が，日本経済の成長率
かさ上げ効果，物価安定効果につながり，既に，
米国のシェール・ガス革命，シェール・オイ
ル革命は，日本経済に，現実として，大きな
恩恵を与えているということができる。
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̍ɽはじめに

　わが国の配電分野においては，高度経済成
長期の電力需要増加を受けて設備が大量に建
設されるとともに，配電自動化システムの導
入などによって，ఀ電時間，ఀ電回数は極め
て少なく，世界トップ水準の信頼性の高い良
質な電気を供給している。
　昨今では，電力システム改革が推進される
中，太陽光発電などの再生可能エネルギー（再
エネ）が配電系統に大量に連系することによっ
て，配電系統のை流や電圧が急फ़かつ大きく
変化し，電力品質の維持がࠔ難となることが
。念されるݒ
　また，東日本大਒ࡂや۽本地਒などの自然
害に൐う大規模ఀ電が相次いで発生していࡂ
る中，電力の安定供給に対する社会的要求レ
ベルもさらに高まっている。

　以下，配電分野の概要を報ࠂするとともに，
配電分野を取り巻く環境の変化および再エネ
導入に൐う課題について報ࠂする。更に，そ
れらの課題解決に向けた当研究所（IAE）の取
り組み状況および配電分野を取り巻くࢸ近の
動向を報ࠂする。

２ɽ഑電෼野の概要

（̍）概要　　
　わが国の配電設備は，高度経済成長期の電
力需要増加を受けて大量に建設され，2015 年
度末அ面において，支持物数は約 2,200 万基，
ઢ࿏࿱長は約 131 万 2,000km（1）（地ٿ約 33 ि
分に相当）施設されている。
　また，配電自動化システムや最新の無ఀ電
工法の導入およびਝ速なࡂ害෮چ作業などの
努力によって，図̍に示す通り，事ఀނ電発

ʦ調ࠪ研究ใࠂʧ

　再生可能エネルギー導入に൐う
　　　　　　　　　　配電分野における課題と今後

プロジェクト試験研究部
電力システムグループ　主任研究員Տ੉　和貴
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図̍　国内におけるध要Ո̍݅౰たりの年間ఀ電࣌間とఀ電回਺のਪҠ（2）



生回数の減少，発生した場合の 1 事ނ当たり
のఀ電時間の短縮に取り組んでいる。その結
果，図２，図３に示す通り，現在わが国にお
けるఀ電時間，ఀ電回数は極めて少なく，世
界トップ水準の信頼性の高い良質な電気をಧ
けている。

（２）഑電ࣗ動化シスςϜの導入

　ত和 50 年代から始まった高度情報化社会の
進展により，需要量の増大とともに高品質，
高信頼度の電力供給が求められていた。この
ような背景から配電系統保守 ŋ 運用の自動化
推進による電力供給信頼度のいっそうの向上，
保守業務のল力化を図ることが重要であった。
そのため，図４に示すような，配電ઢ事ނ時
の早期送電や配電系統運用の業務効率化が行
える配電自動化システムの導入が進められて
きた。
　現行の配電自動化システムの代表的な機能
を図５に示す。「؂視・制御機能」とは，配電
系統や機器の現在状態表示，状態変化の表示，
電圧・電流値などの計測，および自動化機器
のԕ隔制御（入・切など）を行う機能である。
　「事ނ検出・෮چ機能」とは，配電ઢ࿏の事

を配電自動化਌局にて検出し，配電ઢ用ःނ
அ器（FC#）の再ด࿏リレーや自動開ด器の
時限ॱ送を組み合わせて事ނ区間を特定後，
開ด器操作手ॱを自動作成し݈全ఀ電区間へ
自動送電を行う機能である。
　「運用支援機能」とは，システムが保持して
いる各種情報をもとにした高圧系統運用業務
の支援機能や，配電業務系システムなどの他
システム連携機能，配電自動化਌局のシステ
ム運転に関する機能をいう。
　配電自動化システムの機能は，自動開ด器
の؂視制御のみの機能からスタートしたもの
が次第に機能֦充が図られ，現在では配電系
統運用業務の中֩を成すシステムとなってい
る。

（３）ηンサ開ด器の導入

，近年，再エネの大量導入などを見据えてࢸ　
各電力会社において高機能な自動開ด器とし
て，開ด器内部にセンサを内蔵したセンサ開
ด器をॱ次導入している。センサ開ด器によ
る配電系統؂視イメージを図６に示す。セン
サ開ด器はઢ間電圧や相電流，相力率の他，
ྵ相電流・電圧や高調೾を計測でき，１分か
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図２　ध要Ո̍݅౰たりఀ電࣌間の国際ൺֱ（3） 図３　ध要Ո̍݅౰たりఀ電回਺の国際ൺֱ（3）

図４　഑電ࣗ動化シスςϜのイメージ 図５　഑電ࣗ動化シスςϜの機ೳ（4）



ら１時間周期で配電自動化システムへ఻送す
ることで，従来の自動開ด器と比ֱし，より
詳細に系統状態を؂視することができる。現
在，各電力会社では，センサ開ด器の計測情
報について効果的な利活用手法の検討を進め
ているところである。

（４）スマートメーターの導入

　スマートメーターおよび関連システム全体
૾・効果のイメージを図７に示す。スマート
メーターは，通信機能を有し，ԕ隔での検਑
やԕ隔での供給開始・ఀࢭ業務等を行うこと
が可能である新しい電力量計であり，2016 年
４月よりスタートした電力小売全面自由化後，

時間帯別料金など多様な料金メニューの提供
等を支える基盤としての役割を果たしている。
また，スマートメーターを活用することで，
需要家によるলエネ・ল CO2 のためのデータ
活用および系統安定化のための需要家側の機
器制御も可能となる。各電力会社では，2020
年代早期のスマートメーター全数設置を目指
し，計画的に設置を進めている。

３ɽ഑電෼野を取り͘ר環境の変化

（̍）電力シスςϜվ革のਪਐ　
　図８に電力システム改革の全体૾を示す。

「安定供給の確保」「電気料金の抑制」「電気利
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図６　ηンサ開ด器による഑電ܥ౷ࢹ؂イメージ

図８　電力シスςϜվ革のશମ૾

図７　スマートメーターおよͼ関連シスςϜશମ૾・効Ռのイメージ（5）



用の選択肢や企業の事業機会の֦大」を目的
に，2013 年４月に，電力システムに関する３
つの改革方਑が閣議決定した。2015 年４月に
は改革の第１段階である電力広域的運Ӧ推進
機関が設立され，地域を越えた電気のやりと
りが֦大された。2016 年 4 月には，第２段階
である電力小売全面自由化がスタートし，発
電，小売の૒方において新規事業者が大きく
増加し，2016 年度末அ面におけるొ࿥小売電
気事業者数は 389 事業者（6）となっており，
家庭でも電力会社や料金メニューを自由に選
べるようになった。また，2020 年４月には，
第３段階として送配電部門の法的分離が予定
されている。
　このような中において，電力システム改革
を貫పするため，更なる競争活性化に向けた
施策と，市場原理のみでは解決がࠔ難な公ӹ
的課題のࠀ෰を図るための施策を検討するこ
とを目的に，2016 年̕月に，電力システム改

革貫పのための政策小委員会が設置された。
同委員会での中間とりまとめが 2017 年２月に
提示され，その概要を図９に，新たな各制度
の導入時期を図 10に示す。今後，電力システ
ム改革の取組をఀ଺させず，改革を貫పする
ために，更なる競争活性化策とともに，自由
化の下でも公ӹ的な課題に対応するための
様々な施策が講じられていく。

ੜՄೳエネルΪーの導入֦େ࠶（２）

　図 11に国内における太陽光・風力の導入量
の推移を示す。2012 年 7 月からスタートした
固定価格買取制度（FIT 制度）導入以降，太
陽光発電を中心に全国各地で再エネが急増し
ている。太陽光発電は，日照条件やෑ地確保
等に優れる西日本エリア（九州，四国）を中
心に導入が進展している。一方，風力発電は，
風況が良い東日本エリア（北海ಓ，東北）を
中心に進展している。また，系統連系までの
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図10　֤制౓の導入࣌期（�）

図９　電力シスςϜվ革؏పのための੓策小ҕһձ中間取り·とめの概要（7）



所要工期が短い配電分野を中心に導入が進展
している。
　このような状況の中，ࢸ近年においては，
東北北部エリア等で 275kV，500kV 送電ઢに
おいても連系制約が発生してきており対策を
講じていく必要がある。
　今後，図 12に示す通り，温室効果ガスによ
る地ٿ温ஆ化問題などを背景として，更なる
再エネの導入が見込まれる。

４ɽ࠶エネ導入に൐う഑電෼野における
　課題

（̍）഑電෼野におけるॏ要課題

　再エネ導入֦大には，表̍に示す，電力品
質（電圧，周೾数等）の維持および送配電設
備の容量不足などの技術的課題がある。
　これらの課題に対して，配電分野において
特に重要と考えられる課題は「適正電圧の維
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図11　国内における࠶エネ（ଠཅޫ・෩力）導入ྔのਪҠ

図12　࠶エネ導入௕期ビジϣン（�）

表̍　࠶エネ導入֦େにおける技術త課題



持」「配電設備の有効活用」「配電分野の要員
確保」である。以下，これら３つの課題につ
いて報ࠂする。

（̍）適ਖ਼電ѹのҡ࣋

　配電分野においては，表２に示す通り，電
気事業法第 26 条および電気事業法施行規則第
44 条で定められた電圧の範囲内に維持する必
要があり，これまで各電力会社は適正電圧を
維持してきた。

（２）഑電ઃඋの༗効׆⽤

　これまで，配電用変電所から需要家へ一方
向に電力を供給することを前提に，送電容量
を需要に見合う量とする効率的な配電設備を
形成してきている。しかし，図 14に示す通り，
近年の再エネ導入֦大に൐い，再エネが電力
需要の少ない地域で増加すると，ٯை流によ
り既存の設備に容量不足が生じ，電ઢの太ઢ
化や変圧器増設などの設備増強や配電ઢルー
ト新設等の対策が必要となってきている。ୠ
し，設備増強やルート新設を行う際には，設
備容量および電柱設置ルートには限界がある。
今後，既存配電設備を有効活用し，再エネの
最大限導入可能な設備を構築していく必要が
ある。

（３）഑電෼野の要һ確อ

　図 11で示した通り，FIT 制度導入以降，全
国各地で再エネが急増しており，それに൐う
配電分野での業務量も増加している。図 15に
再エネ系統アクセス業務の流れを示す。これ
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表2　ҡ࣋す΂͖電ѹのൣғ

図13　࠶エネ導入֦େに൐う電ѹ変動のイメージ

図14　഑電ઃඋの༰ྔෆ଍イメージ

　しかし，近年の再エネ導入֦大に൐い，図
13に示す通り，系統側への電気の流入（ٯை
流）が増加した場合には配電系統の電圧が上
昇し，また，太陽光発電におけるಶ天時など
の再エネ発電出力が不安定な場合には電圧変
動が急फ़化することで，適正電圧の維持がࠔ
難となってきている。



までの配電知識だけでは対応できず，再エネ
の専門知識等を要することや日々変化する配
電設備や再エネ系統アクセス状況等も考ྀす
る必要があり，再エネ系統アクセス業務に多
大な時間と労力を要している。図 16には，
2015 年度における 500kW 以上の発電設備等系
統アクセス業務に係る事前相談・接続検討・
約申込みの受付件数を示す。2015ܖ 年度の
500kW 以上の発電設備等系統アクセス業務に
係る事前相談・接続検討・ܖ約申込みの受付
合計件数は，東京電力ג式会社（現在は分社
化により東京電力パワーグリッドג式会社）
が最多であり，その次に東北電力ג式会社が
多かった。ܖ約申込みの受付件数だけで見る
と，九州電力ג式会社が最多であった。また，
受付件数の７割が高圧連系での申込みであり，
配電分野においては，その他 500kW 未ຬの高
圧およびॅ୐用などの低圧連系での申込みに
ついても対応している。今後，少子高ྸ化等

により要員の確保がࠔ難となることが想定さ
れ，再エネ導入に必要となる要員を育ててい
く必要がある。

５ɽকདྷの഑電ܥ౷の͋る΂͖࢟

　配電分野において，「４ɽ再エネ導入に൐う
配電分野における課題」にて挙げた，様々な
在化してきている課題に対し，安定した電ݦ
力供給を継続していくために，将来を見据え
て速やかに対応していく必要がある。また，
今後起きうるいかなる環境変化においても，
これまでと同様に世界トップ水準の信頼性の
高い良質な電気をおಧけする必要がある。
　これら課題解決に向けて，IAE では，将来
を見据えた配電系統の検討を実施している。
現在，IAE が受託し進行中の事業は，（国研）
新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
から受託した「分ࢄ型エネルギー次世代電力
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図15　࠶エネܥ౷アクηス業຿のྲྀΕ

図16　事લ૬ஊ・઀ଓܖ・౼ݕ໿ਃࠐみ（500L8Ҏ্）のड෇݅਺（2015年౓）（10）



໢構築実証事業・次世代配電システムの構築
に係る共通基盤技術の開発」，「分ࢄ型エネル
ギー次世代電力໢構築実証事業・未来のスマー
トグリッド構築に向けたフィージビリティス
タディ」，そして「電力系統出力変動対応技術
研究開発事業・再生可能エネルギー連系֦大
対策高度化」である。
　「次世代配電システムの構築に係る共通基盤
技術の開発」においては，2030 年頃の次世代
配電系統の検討として，SiC パワー൒導体を用
いた次世代電圧調整機器とその制御システム
を配電໢に適用し，再エネの大量導入を図る
ための共通基盤技術の開発を実施している。
　また，「未来のスマートグリッド構築に向け
たフィージビリティスタディ」においては，
2050 年頃の次々世代配電系統の検討として，
現状の状況にとらわれない配電໢のあるべき
姿を明らかにすることを目的としたフィージ

ビリティスタディを技術的優位性と経済的成
立性を౿まえ実施している。
　更に，ࢸ近の課題として，2015 年 1 月に施
行された FIT 制度の見直しにより，義務付け
されたԕ隔出力制御システムについて，「再生
可能エネルギー連系֦大対策高度化」におい
て，出力制御機能付きパワーコンディショナー

（PCS）の開発等を実施している。

６ɽ഑電෼野を取りۙࢸ͘רの動向

　現行の託送料金制度が，電力自由化の進展
や再エネ普及等の環境変化に十分対応できな
くなっている可能性があることから，2016 年
̕月から電力・ガス取引؂視等委員会の「送
配電໢の維持・運用費用の負担の在り方検討
ワーキンググループ（WG）」にて，検討が進
められている。表３に検討概要を，図 17に検
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検討の目的 課　題

①送配電網の維持・運用コストの抑制・低減

③イノベーションの促進

②需要家負担に係る公平性の確保

①送配電網への負担と独立に電源を設置
　・発電事業者は，託送コストを意識せずに電源立地場所を選定することから，託送コスト
    が増大する懸念
②送配電網の固定費の回収不足や需要家間の不公平
　・固定費が８割を占めるが，基本料金で３割しか回収していない。
　・需要の減少や自家発の普及がある中，固定費が安定的に回収できないと，安定供給
    に必要な送配電網の維持・運用に，将来的に支障をきたす可能性

③蓄電池，IoT等を活用した高度なネットワーク利用の推進
　・従来，電気が高圧系統から低圧系統に流れる前提で費用を配賦
　・近年，低圧の再エネ等の分散型電源から系統に流れる電気が増加

表３　「ૹ഑電໢のҡ࣋・ӡ⽤අ⽤の負୲の在り方8౼ݕG」のݕ౼概要（12）

図17　「ૹ഑電໢のҡ࣋・ӡ⽤අ⽤の負୲の在り方8౼ݕG」のݕ౼イメージ（11）



討イメージを，図 1�に検討スケジュールを示
す。今後，どのように基本方਑がとりまとめ
られ，詳細制度設計に移行していくのか注視
していく必要がある。
　また，2016 年 10 月に経済産業লにより設置
された「東京電力改革・１̛問題委員会」にお
いて，2016 年 12 月に東電改革提言が示され，
その中に配電分野の今後を示ࠦする提言が示
された。その内容は，国内需要が構造的に減少
する中で，託送コストを抑えつつ，再エネの導

入֦大やIT技術革新の進展を背景として，ネッ
トワーク投資を֦大し，デジタル化対応してい
くには他電力と共同事業体を設け，再ฤ・統合
を目指しグローバル企業にするといった提言
である。図 1�に再ฤ・統合ステップを，図
20に再ฤ・統合の検討スケジュールを示す。
他電力との協議の中で，将来の配電分野の形態
が見えてくると思われるため，こちらの動向に
ついても注視していく必要がある。
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図1�　「ૹ഑電໢のҡ࣋・ӡ⽤අ⽤の負୲の在り方ݕ౼ϫーΩンググループ」のݕ౼スケジϡール（12）

図20　ૹ഑電事業における࠶ฤ・౷合のݕ౼スケジϡール（13）

図1�　ૹ഑電事業における࠶ฤ・౷合スςップ（13）
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７ɽおわりに

　これまでの配電分野は，電力需要がӈݞ上
がりに伸びる中で，その需要に応えるために
設備を大量に建設・更新し，また，供給信頼
度の向上や業務効率化を主目的に，時代の変
化に合わせて配電系統の電力品質の維持や，
事ނ時のఀ電範囲の縮小，෮چ時間の短縮化
による供給信頼度の維持などに取り組んでき
た。近年は，電力システム改革の推進や再エ
ネの導入֦大，または需要の伸びのಷ化等，
配電系統を管理する上での不確実性が֦大し
ており，この環境変化に൐って配電分野にお
いて多くの課題がݦ在化してきている。
　こうした現状認識の下，今後の社会環境の
動向変化等も注視し，わが国における将来の
安定的な電力供給に資するような配電分野の
あるべき姿を見据えつつ，その実現に向けた
課題解決のための取組を着実に進めていく必
要がある。
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̍ɽはじめに

　水素は，使用時に二酸化炭素（CO2）排出の
ない燃料の１つであり，主に日本や世界の先
進国において，低炭素排出なエネルギーシス
テム構築のための手段として，水素のエネル
ギー利用が検討されている。しかし，水素が
社会の中で広く用いられるためには，製造か
ら利用までを結ぶ供給インフラを新たに構築
し，電力や化石燃料を中心とする，100 年以上
の時間をかけて構築されてきたエネルギー供
給・利用体制の中にډ場所を確保していく必
要がある。ここで，社会のエネルギー供給・
利用体制の転換をエネルギーシフトと呼ぶな
らば，水素のエネルギーシフトにはࠔ難が൐
うものと考えられる。
　他方，過去に目を向けてみると，ここ数十
年の間に大規模なエネルギーシフトが起こっ
ていたということに気づく。それは，1960 年
代を中心に起こった LNG（液化天然ガス）の
国内導入である。この LNG の導入経Ңを分析
することで，今後水素エネルギーの国内導入
があり得るとすると，どのような形になるの
かを深く考࡯できるのではないかと考えた。
　そこで本ߘでは，過去の LNG 国内導入経Ң
の調査を行い，その結果に基づいて水素エネル
ギー導入の将来シナリオをඳくという調査研
究の結果についてड़べる。ここで将来シナリオ
とは，社会や環境システムといった対象の将来
の可能性を，จষや数理モデルによる計算結果
を用いて表現したものと定義する（１）。代表的

な将来シナリオの例として，ロイϠルダッチ
シェルが作成したシナリオ（２）が挙げられる。

２ɽ本研究の調ࠪ෼ੳख๏
　
　本研究を実施する上では，「風が吹けばԳ԰
が໥かる」ということわざのごとく，時代背
景や当時の人物の決அ等の出来事とその間の
つながりの総体が LNG エネルギーシフトであ
ると考える。さらに，LNG エネルギーシフト
のような歴࢙的な動きの背後には，様々な出
来事を引き起こすたくさんの要因がそれぞれ
因果的に関係しあっているとԾ定する。
　本研究ではこのԾ説に基づく手法で LNG と
水素という２つのエネルギーを比ֱすること
で，過去の知見に基づいて将来のシナリオを
作成する。本研究には以下の３つの考え方に
基づく４つの手法を用いる。

ʦ調ࠪ研究ใࠂʧ

過去の LNG 国内導入経Ңに基づく
                   水素エネルギー導入の将来シナリオ分析
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１．文献，関係者へのヒアリング結果から分かる LNG
 エネルギーシフト時の出来事の前後関係を整理し，関
 連づける。
　　手法 1：タイムライン分析
　　手法 2：イベントツリー分析

２．関連づけられた過去の出来事からそれらの背後に
 ある，LNGエネルギーシフトに関連する要因を推定
 して，水素エネルギーにまつわる同様の要因を調査
 し，推定して比較する。
　　手法 3：因果ネットワーク分析

３．過去と現在の比較に基づいて，将来をシナリオとい
　う形で描く。
　　手法４：将来シナリオ作成手法

水野　有ஐ プロジェクト試験研究部　水素グループ
研究員



ख๏̍ɿタイϜライン෼ੳ

　タイムライン分析の目的は，過去に起きた
大きな出来事を構成する個別の小さい出来事
や時代背景（これらをまとめてイベントと呼
ぶ）の時間的な前後関係を整理することであ
る。ここで，イベントは「A が # する」といっ
た，主部とड़部から構成される「節」として
表現する。イベントをステークホルダーຖに，
時系ྻॱに整理した表をタイムラインと呼ぶ。
　表�1は，LNG エネルギーシフトを構成する
イベントをจ献調査とώアリングにより抽出し
て作成したタイムラインのうち，1960 年に東
京ガスが LNG 導入を会社として決定する出来
事の前後の一部を取り出したものである。

ख๏２ɿイϕントπリー෼ੳ

　イベントツリーの目的は，タイムラインに
時系ྻに整理したイベント間の関係をԾ定す
ることで，過去の大きな出来事の因果的な流
れを明確化することである。イベントツリー
は，タイムラインの構成要素であるイベント

をノードとし，ノード間の因果関係（イベン
ト A はイベント # の原因であるという関係）
をリンクとする樹形図として表現する。
　図 1は，1960 年に東京ガスが LNG 導入を
決定するまでの流れを，表 1のタイムライン
内に整理した出来事を因果関係で接続して作
成したイベントツリーの一部である。

ख๏３ɿҼՌネットϫーク෼ੳ

　因果ネットワーク分析の目的は，過去の大
きな出来事の原因となっている「シナリオ記
ड़対象」の構造を，対象の構成要素である要
因間の因果関係からなる因果ネットワークで
整理することである。本研究では LNG エネル
ギーシフトと水素エネルギーシフトの背後構
造の違いを因果ネットワークで比ֱすること
で，過去の知見に基づいて将来の可能性をඳ
く。因果ネットワークは，巻末参考จ献（２）
の手法の定義に従う。
　ここで「要因」とは，タイムラインやイベ
ントツリー内の出来事のような「節」ではなく，
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図̍　イϕントπリーの例

表̍　タイϜラインの例



図 2内のような「۟」あるいは「ࢺ」の形式
で表現する。また，要因間の因果関係として，
関係のࠜ元の要因の状態が強化，増加といっ
たプラス方向に変化した時に，関係する先の
要因の状態がどのように変化するかで３種ྨ
に分ྨする。３種ྨとは，negatiWe，positiWe，
related である。
　図 2の例は，LNG エネルギーシフトの因果
ネットワークの一部を切り出したものである。
日本の天然ガス自動車の普及により，自動車
用ガソリン消費は減り（negatiWe），天然ガス
消費量は増える（positiWe）。また，天然ガス
自動車の普及により日本の国ຽ生活は何かし
らの影響は受けるだろうが，どのような影響
を受けるかは確定できない（related）。

ख๏４ɿকདྷシφリΦ࡞成ख๏

　将来シナリオの作成手法として，巻末参考
จ献（３）の手法を用いる。これは，因果ネッ
トワークを使ってシナリオの記ड़対象世界を

明示的に表現し，その中から将来の変化の軸
となる要因を抽出して構造的にシナリオを作
成する手法である。
　本研究では，手法３で LNG エネルギーシフ
トの因果ネットワークに基づいて構築した水
素エネルギーシフトの因果ネットワークをこ
の手法に用いることで，LNG エネルギーシフ
トの知見に基づいて水素エネルギーシフトの
将来シナリオを作成した。

３ɽ日本の -NG導入ܦҢ

　จ献調査，ώアリングの結果を手法１，２を
用いて分析し，日本の LNG 導入経Ңを図3の
イベントツリーで表現した。実際に構築したイ
ベントツリーは，数ඦのイベントからなるが，
主要な流れを要約すると図3のようになった。
　日本では，LNG の導入は政府主導ではなく，
ຽ間主導で行われた。その中心にいたのはट
౎ݍの電力供給事業を手がける東京電力㈱と，
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element
日本のガソリン消費

element element

negative positive related

因果関係

要因

element
日本の天然ガス自動車

日本の天然ガス消費 日本の国民生活

図２　ҼՌネットϫークの例

図 3　-NGエネルΪーシϑトのイϕントπリー（要໿）



౎市ガス事業を手がける東京ガス㈱であった。
国内外の様々な動きが東京電力と東京ガスの
両者に LNG 導入を決அさせ，LNG 輸入開始直
後に起こった２度のオイルショック（1973 年，
1979 年）が政府のエネルギー政策を動かし，
その後押しがLNGの全国的な普及を推進した。

（̍）1�60 年代·でのւ֎の動͖

　天然ガスの利用は，1950 年代までに欧米で
始まった。その主要な用途は౎市ガスとして
の利用であったようだ。メタンの液化技術を
用いて LNG を製造する事業を始めたのはアメ
リカで，天然ガス需要のピークシェービング
用のガスをコンパクトに貯蔵するために用い
ていたようである。1950 年代に入ると，世界
各地でガスాが開発された。当時大規模な需
要家に๡しいアラスカやブルネイといった地
域でもガスాが発見され，資源メジャーはそ
れらのガスのൢ売先を୳していた。
　海外から日本に入ってくる天然ガスは全て
船ഫによる LNG 輸入であるが，この LNG の
船ഫ輸送を始めたのは，アルジェリアから౎
市ガス用 LNG を輸入したӳ国であった。
　すなわち，日本にとって LNG はഫ来の技術
で，参考にできる先行事例もあったのである。
　ガスా開発と LNG 船ഫ輸送の実現という 2
つの出来事を受けて，資源メジャーがアラス
カ，ブルネイ産天然ガスの船ഫ輸送による輸
出先として日本を選定し，商社等を通じてプ
ロモーションを掛けていた。

（２）1�60 年代の日本

　1960 年代の日本は，現在からは想૾もつか
ないような޷景気の時代としてત望やノスタ
ルジーの念をもってޠられることが多いが，同
時に現在からは想૾もつかないくらい深刻な
環境Ԛછが国౔をৰんでいた時代でもあった。
　東京を中心とする大౎市ݍでは人口の集中
に൐って電力，౎市ガス需要が急伸した。　
他方，重化学工業の発展に൐い，石油コンビ
ナートが日本各地に作られ，「四日市ͥんそく」

を代表とする大気Ԛછ問題は深刻化の一途を
たどっていた。当時も公害防ࢭの法制度や条
例等はあったが，実効性に๡しく，産業活動
に൐う環境Ԛછは野放しであった。
　これに対して反公害の市ຽ運動が起こり，
さらに全国の地方自࣏体で反公害を掲げる革
新系のट長が選出されるという動きもあった。
これら反公害の動きも，LNG 導入の 1 つの要
因となった。中でも，LNG 導入に主体的な役
割を果たした東京電力，東京ガスに直接的に
影響力を行使したのは，東京電力管区内であ
るਆಸ川ݝ横඿市の飛ௗా一༤市長（当時）
であった。ब任後，東京電力が横඿市ࠜ؛地
区のຒめ立て地に建設を予定していた重油火
力発電所の建設に，飛ௗా市長が「待った」
をかけたため，東京電力はこれへの対応をഭ
られた。

（３）౦ژ電力の事৘

　東京を中心とするट౎ݍでは，前ड़の通り
人口集中で電力需要が高まり，東京電力は新
たな電源の開発を行う必要にഭられていた。
しかし，当時，水力発電用のダム建設に適し
た౔地はׇރしてきていたこと，また，中東
の油ా開発に൐って原油価格が安かったこと
もあり，火力発電所の建設を進めていた。こ
れが結果的に，ट౎ݍの大気Ԛછに結びつい
ていたため，飛ௗా横඿市長に「待った」を
かけられたのである。
　他方，東京電力は，大気Ԛછ対策の取り組
みを進めており，石油火力発電所での原油の
生焚き（熱量当たりの硫黄酸化物排出量が重
油より小さくなるが，ܰ質油を分離しないま
ま燃やしてしまう）や低硫黄原油の調達，排
気ড়化技術の研究開発を進めていた。しかし，
いずれも 1960 年代においては問題のࠜ本解決
には寄与しなかった。
　そこで，東京電力は，液化の際に不純物が
取り除かれる LNG を大気Ԛછ性が極めて小さ
い発電用燃料として見ていた。しかし，൴ら
にとって LNG は未知の燃料であり，同時に，
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当時は石油よりも高価で，経済性の観点から
は導入がためらわれた。

（４）౦ژガスの事৘

　当時，౎市ガスは石炭や石油から作られる
合成ガスであり，水素や一酸化炭素を主成分
とし，5,000 〜 6,000k   /m3 程度の熱量に調
整されていた。終戦直後，ߥഇした国内産業
の再生や国෋流出防ࢭの観点から，東京ガス
には国内炭の引き取りが義務づけられていた
が，炭߭労働者の待۰改ળを求めたストライ
キ等の供給リスク・価格の観点から，1960 年
代には石油系原料に軸足を移していた。
　また，当時，東京ガスのガス製造工場は，ट
౎ݍのあちこちにあり，そこから排出される硫
黄酸化物等がट౎ݍの大気Ԛછの原因となり，
東京電力同様に対策をഭられていた。さらに，
ガスの製造，送出能力増強のための設備投資は
増加の一途をたどり，経Ӧの観点からもࠜ本的
な問題解決が求められていた。
　これらの背景から，東京ガスにとって LNG
は環境，経Ӧの両面から問題のࠜ本解決に寄
与する౎市ガス原料として考えられていたよ
うである。大気Ԛછ性の低さと同時に熱量の
高さもその理由だったようだ。現在使われて
いる，天然ガスを主成分とする「13A」と呼ば
れるガスの体積当たり熱量は，合成ガスであ
る「６#」の約２ഒの 11,000k  である。すな
わち，同じ送出設備で２ഒのガスを送れるこ
とに等しい。
　ただし，LNG の導入は一時的に大きな投資
が必要なこと，末୺のガス器具の熱量調整も
必要なことから，人的にも大きな負担がかか
るものであった。

（５）-NG導入に向けた動͖

　東京電力㈱と東京ガス㈱のどちらが先に
LNG に目をつけていたかというと，東京ガス，
特に安西ߒ副社長（当時）であった。LNG 導
入を先導したのも東京ガスであった。海外の
資源メジャー，日本の商社からの後押しもあ

り，1955 年に東京ガスが東京電力に LNG の協
同ߪ入を提案している。これには，規模の֦大，
設備の共通化によるコストダウン，タンカー
の੭数確保による৑長性確保，౎市ガスと発
電用燃料の季節間需要調整といった意図が
あったようだ。提案を受けた໦川ా一ོ・東
京電力社長（当時）は，当時，熱量当たりの
コストが原油の 170％と高かった LNG 導入を
決அし，取締役会を説き෬せたと言われてい
る。このようなトップの決அにより，関係各
社が LNG 輸入に向けて動き出した。
　LNG 最大のݒ念は高いコストである。少し
でも供給コストを下げるべく，東京電力と東
京ガスは，当時の政府に，20％と見込まれて
いた輸入関੫をఫഇするよう交বし，これを
勝ち取っている。また，当時，日本のメーカー
に LNG を取りѻった経験はなく，国内に安全
基準等もなかった。そのため，欧米のメーカー
から技術を導入したり，安全基準を参照する
などして，LNG 導入の準備を行った。
　東京ガスは，LNG 輸入，貯蔵，送出基地と
してのࠜ؛基地とକケӜ基地の建設，LNG 船
の輸入を主導し，同時に天然ガス環状幹ઢの
建設，需要家の熱量変更作業を実施している。
熱量変更作業は，1972 年に始まり 1988 年まで，
実に 16 年もの年月を要している。また，東京
電力はࠜ؛基地にྡ接した，重油火力発電所
の建設に「待った」をかけられた場所に南横
඿火力発電所を建設している。
　そして，1969 年 11 月，ࠜ؛基地にアラスカ
発の LNG タンカーが入港。ここに，現在にࢸ
る日本の LNG エネルギーシステムが産੠を上
げたのである。

（６）ΦイルシϣックとͦのӨڹ

　オイルショックは日本のエネルギー政策の大
きな転換点であったが，LNG もこれにॿけられ
たと言える。当時，発電用燃料の対抗അであっ
た原油の値段が急ಅしたことで，LNG の最大の
デメリットであった価格ࠩが縮まり，さらにエ
ネルギー供給元の分ࢄというエネルギー安全保
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ো上のメリットが明らかになったのである。
　LNG の導入はຽ主導で始まった。最初は必
ずしも国からܴ׻されていなかったと言われ
ているが，オイルショックが国のエネルギー
政策の転換を促し，石油ภ重から「エネルギー
のベストミックス」を目指すという大きな方
਑転換を図らせた。LNG は，「エネルギーのベ
ストミックス」の一部と位置づけられた。オ
イルショックの結果，日本はエネルギー技術
の国策による研究開発を開始し，その 1 つで
ある「ムーンライト計画」で，現在にࢸる国
産ガスタービン技術の開発が開始された。
　オイルショックを受けて，国際エネルギー
機関（IEA）が各国に石油火力発電所の新設ې
を通達したことも，日本の電力各社に天然ࢭ
ガス火力発電所の建設を促した。

（７）日本શ国への -NGの޿がり

　現在，日本の電力・ガス市場は，自由化が
進み競争的な環境となっているが，当時は総
括原価方式，地域独占制度に守られている分，
協調的な環境であった。そのため，東京電力，
東京ガスから電力各社，౎市ガス各社への技
術移転がԁ׈に進んだ。LNG は設備費が高価
で，複数社で 1 つのガスాからガスを共同ߪ
入した方が設備等の集約が可能で౎合が良
かったということもあった。
　౎市ガスについては，1990 年，経済産業ল
が「IGF21 計画」という政策を打ち出し，౎
市ガスの天然ガスへの転換を促した。また，
電力については，高効率で始動性の良いガス
タービンコンバインドサイクル（GTCC）火力
発電が実用化，国産化されたことも，LNG 導
入を促したものと考えられる。
　天然ガスが౎市ガス，発電用燃料として全
国で広く用いられる一方で，運輸用燃料とし
てはそれほど普及が進まなかった。
　天然ガスのエネルギーを小型でも高効率で
利用できる燃料電池については，2009 年，世
界に先ۦけて日本で市ൢが始まり，2014 年に
ྦྷ計ൢ売台数が 10 万台をಥഁした。

（８）-NG導入ܦҢ〜·とめ〜

　LNG の導入はट౎ݍにおいてຽ間主導で始
まり，環境面に優れる一方で大きな設備投資
を要することから，その導入開始には経Ӧ上
の決அが求められた。このハードルを先見性
のある経Ӧ者が乗り越え，導入が決まった。
然にも２度のオイルショックがۮ LNG の普及
をॿけ，国のエネルギー政策の転換と共に౎
市ガス，発電用燃料として全国に広がった。

４ɽ-NG 導入との対ൺによる，ਫૉエ
　ネルΪー国内導入のシφリΦ

（̍）ਫૉエネルΪー国内導入のシφリΦ（ਫ

　ૉエネルΪーシϑトシφリΦ）の໰題ઃఆ

　巻末参考จ献（３）に従い，シナリオ全体の
問題設定（࿮組み設定）を表２に示す。シナリ
オの対象期間は 2015 年から 2060 年とした。
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シナリオの名称
シナリオの作成目的

対象期間
対象地域
考慮するステークホルダー

水素エネルギーシフトシナリオ
LNGの事例を参考にして，水素
エネルギーの将来の日本におけ
る普及形態の可能性を描くこと。
2015～2060
日本を中心とする世界全体
資源メジャー
日本国内の再エネ事業者
日本国外の再エネ事業者
日本の商社
日本国民
日本の電力事業者
日本の都市ガス事業者
日本政府

項　目 内　容

表２　ਫૉエネルΪーシϑトシφリΦの໰題ઃఆ

（２）ҼՌネットϫーク෼ੳ

　手法３の因果ネットワーク分析を実施するに
あたり，まず，LNG と水素の比ֱを行った。そ
の際に，対象をいくつかの߲目に分割して分析
する PEEST（Political, Economy, EnWironment, 
Society, Technology）分析と呼ばれる手法を参
考に，社会，技術，経済，環境，政策，経Ӧの
６つの大߲目と，その下位߲目ຖに LNG と水
素の比ֱを行った。比ֱ結果の主要部分を表�３
に示す。



　表３を基に，LNG と水素の因果ネットワー
ク分析を実施した。図�4に LNG エネルギーシ
フトのイベントツリーを基に構築した LNG エ

ネルギーシフトの因果ネットワークを，図�5
に水素エネルギーシフトの因果ネットワーク
を示す。水素エネルギーシフトの因果ネット
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図４　-NGエネルΪーシϑトのҼՌネットϫーク

大項目

社会

技術

経済

環境

政策

経営

小項目

人口動態

日本の経済成長

一次エネルギー源

（LNG／水素）価格

公害

気候変動

技術開発支援

在来エネルギー源からの移行（都市ガス）

在来エネルギー源からの移行（発電）

内　容
LNGの導入時，特に初期導入時には日本の人口，人口増加率自体が増加していたのに対して，水素導入時には
減少傾向にある。
LNG導入期は日本経済の拡大期だったのに対して，現在は低成長，あるいは衰退期に入っているとも解釈できる。
天然ガスは一次エネルギー源なのに対して，二次エネルギーである水素は，原料となる一次エネルギーを，とりわけ
CO2フリーのものを探す必要がある。エネルギー安全保障上有利であり，高コストが許容される用途に対しては小
規模にも導入が可能。
価格が在来エネルギーに対して高価であるという点は共通。
LNGは大気汚染対策として導入された側面がある。水素導入時には企業の公害対策が進んでおり，日本で公害
問題はほぼない。
2015年には気候変動が大きな課題。今後具体的な対策が必要となる可能性。
LNＧの初期導入は民間主導で進んだ。GTCCの改良には国の関与があった。対して，水素には初期から政府の
関与が見られる。
LNG導入時は製造ガスからメタンストレート供給に移行した。水素はそのままでは天然ガスよりも熱量が小さく，混
入か，メタン化して供給もあり得るか。
火力発電燃料としては，天然ガスも水素も大差はない。技術開発は要するが，克服できる可能性が高い。

表３　-NGとਫૉのൺֱ表



ワークは，LNG エネルギーシフトの因果ネッ
トワークと 37 個の要因を同じくし，独自の要
因を 14 個含んでいる。

（３）ਫૉエネルΪーシϑトシφリΦ࡞成

　水素エネルギーシフトの因果ネットワーク
に対して，シナリオ作成手法の中で用いてい
る Morphological Analysis という手法を適用
した（４）。この手法では，「将来への影響が大
きく」かつ「将来の状態が不確定な」要因（こ
こでは「軸」と呼ぶ）の状態変化の組み合わ
せに基づいて複数のシナリオを作成する。
　構成する要因の中から水素エネルギーシフ
トの方向性を決定づける軸といずれの将来に
おいても共通の状態をとる要因（共通前提）
を抽出した。要因の不確定性は，ච者が要因
間の相対値を設定し，重要度の決定に，要因

間の因果関係の重み付けに基づく要因の重要
度決定アルΰリズム（２）を用いた。
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図５　ਫૉエネルΪーシϑトのҼՌネットϫーク

共通前提：気候変動対策

　▶共通前提の状態：気候変動対策が進む

軸 1：再生可能エネルギー技術

　▶軸 1 の状態 1a：再生可能エネルギー
技術が大幅にコストダウンする

　▶軸 1 の状態 1b：再生可能エネルギー

技術が漸進的にコストダウンする
軸 2：地政学的状況

　▶軸 2 の状態 2a：地政学的状況が比較

的安定である

　▶軸 2 の状態 2b：地政学的状況が比較

的不安定である

　この共通前提と２つの軸の各２つの状態に
基づいて，図�6に示すように４本のシナリオ
を作成した。



　また，図�5の因果ネットワーク内で軸の先
につながっている要因の状態を軸の状態から
連想して，表�4のように４つのシナリオの概
要 を 決 定 し た。 水 素 の 導 入 量 で い う と，
A�D�#�C のॱとなる。

（４）考࡯ɿ-NGエネルΪーシϑトのܦҢとਫ

　ૉエネルΪーシϑトシφリΦのൺֱ

　LNG エネルギーシフトの経Ңと水素エネル
ギーシフトシナリオを比ֱして分かったこと

は，天然ガスと水素は，同じ気体のエネルギー
源であるが，日本社会への導入過程は異なる
ものになるであろう，ということである。そ
の理由としては，以下のことが挙げられる。

日本の国内状況のҧい：LNG 導入時は人口が
増加し，経済が急成長した時代であったのに
対して，水素の普及が始まっている 2015 年に
は，人口は減少し，経済成長も低調である。従っ
て，新たなエネルギーインフラへの投資は
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図 6　࣠に４ͭͮ͘جのシφリΦの੾り෼け

表４　４ͭのシφリΦの概要
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LNG 導入時に比べてࠔ難と考えられる。

日本のେ気環境：LNG 導入の１つの推進要因
は大気Ԛછ問題の解決であったのに対して，
LNG 導入がその一部に含まれる環境Ԛછ対策
のまさにそれにより日本国内の大気環境は大
౎市ݍにおいても改ળしている。

先行ऀのଘ在：LNG については，米国，ӳ国
といった欧米諸国が先ฬをつけていた。それ
に対して水素のエネルギー利用は日本がフロ
ントランナーとなっている。

日本のエネルΪー੓策：水素エネルギーの導
入には国策が強く働いている。これはຽ間主
導で，当初は国の協力を得られなかった LNG
と異なる。

世քతͳ気ީ変動対策：LNG 導入時の 1960 年
代には，現在のような気候変動に対する危機
感は持たれていなかった。

導入͞Εる⽤్：2016 年の水素燃料電池自動
車の市ൢに象徴されるように，水素は運輸用
途で導入が始まっており，これは天然ガス自
動車の普及台数が伸び೰んでいるのと対照的
である。

５ɽおわりに

　本研究を通じて，日本のエネルギーの足੻を
たどり，それに基づいて将来を見通すという試
みを行った。本研究でච者が見落としている側
面や要因等も当然のことながらあり，それらを
考ྀすると将来は大きく変化する可能性があ
る。本ߘがಡ者の「温ނ知新」，過去に学び，
未来を考える一ॿとなれば޾いである。

ݙ考จࢀ
（１）Van der heijden, ,., Scenarios r The Art of Strategic 
　ConWersation 2nd edition, 2006

（２）Wack, Pierre. � Ъ Scenarios: Uncharted Waters Ahead.� 
　HarWard business reWiew 1985

（３） 水野他 , 持続可能な製造業の実現に向けた持続可能社
　会シナリオシミュレータの開発（第 3 報）−フォアキャ
　スティング型シナリオ設計支援手法− , 精密工学会ࢽ , 
　78, 9, 798-804, 2012

（４） Coyle, R.G., Morphological Forecasting r Field anomaly 
　relaxation 	FAR
, Futures Research Methodology r V2.0, 
　AC/UNU Millennium Project, Washington D.C., 2003



ʦ事業ใࠂʧ

　　　平成 28 年度　事業報ࠂの概要

　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 （一財）エネルギー総合工学研究所

　当研究所における平成 28 年度事業の概要は
以下の通りである。

（１） エネルギー総合工学研究所は，ত和 53 年
4 月の設立以来，わが国のエネルギー工学分野
の中心的な調査研究機関として，産・学・׭の
エネルギー技術に関する専門的な知見・経験を
相ޓに結び付け，「総合工学」の視点に立٭し
て調査，研究，評価，成果の普及等に努めてきた。
技術は，わが国が国際社会で優位性を維持・向
上する上で不可ܽな資産であり，将来のリスク
に対応し得る強ਟなエネルギー戦略の構築・実
現に貢献するものである。
当研究所は，今後とも「エネルギーの未来を୓
くのは技術である」との認識の下，俯瞰的，長
期的な視座をもって，エネルギー技術に関する
調査，研究，評価，成果の普及等に取り組んで
いくことが必要である。
一方，国内及び世界のエネルギーの情੎は，再
生可能エネルギーの導入促進や非在来型化石資
源の台಄，新興国のエネルギー需要の急増等と
相まって，目まぐるしく変化している。このよ
うなܹ動の環境下において調査研究活動を実施
していくには，これまで蓄積してきた知見を生
かして，時代環境に適確に対応しつつ，「総合
工学」の視点に立٭した当研究所の総合力が発
できる調査研究基盤の整備を図っていくことش
が必要である。このような観点から，当研究所
は，その時々の社会的な要੥に応じて調査研究
対象の重点化と研究基盤整備を図ってきてい
る。

（２） 当研究所は，気候変動に対するジオエンジ
ニアリング（気候工学）の技術動向に関する調
査研究を進めたほか，次世代電力ネットワーク
や再生可能エネルギー大量導入時の出力変動対
応技術，バーチャルパワープラントの構築実証，
太陽熱利用技術，次世代の石炭ガス化複合発電
技術及び CO2 の回収・貯留・利用技術，水素
の製造・輸送・需要等に関する調査研究を実施
した。
　また，原子力ࡂ害の発生という現実を見据え，
現在のܰ水炉の安全向上を図るための技術開発
を継続するとともに，当研究所の解析コード

（SAMPSON）を෱島第一原子力発電所の事ނ
炉の炉心状況の把握に活用するためのプロジェ
クトも進めた。

（３）以下に各エネルギー分野における調査研
究活動の概要を示す。

① エネルギー技術全般
　太陽放ࣹ管理や二酸化炭素除去等のジオエン
ジニアリングの評価や将来のエネルギーシステ
ム統合技術に関する調査，エネルギー・環境技
術のイノベーションについて検討を行う国際
フォーラム InnoWation for Cool Earth Forum

（ICEF）の開催支援等を進めたほか，最新の技
術情報及び評価を提供するエネルギー技術情報
プラットフォームの内容の充実，エネルギーに
関する公ऺの意識調査を実施した。
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② 新エネルギー・電力システム関連
　次世代電力ネットワークの調査検討を進め
るとともに，蓄エネルギー技術を用いた再生
可能エネルギー大量導入時の出力変動対応技
術に関する研究開発やバーチャルパワープラ
ントの構築に関する実証事業，再生可能エネ
ルギー発電設備のԕ隔出力制御に関する評価
等を進めた。
　また，再生可能エネルギー分野では水を作
動媒体とする小型バイナリー発電システムの
研究開発や集光型太陽熱発電（CSP）等に関す
る調査研究，লエネルギー分野では高効率空
調システムの開発や ;E#/;EH（ネット・ゼロ・
エネルギー建築物）の技術ロードマップ作成
等を実施した。

ᶅ 水素エネルギー関連
　水素の製造から輸送／貯蔵・消費にࢸるエ
ネルギーキャリアシステムの経済性評価を行
うとともに，再生可能エネルギーや未利用エ
ネルギーに由来する水素に関する技術や経済
性等の調査，ノルウェーにおける余剰再生可
能エネルギー等からの水素製造や液化水素に
よる輸送・利用に係るフィージビリティ研究
等を実施した。

ᶆ 化石エネルギー関連
　化石燃料の高度転換技術に係る研究に関し
て，次世代の石炭ガス化複合発電（IGCC）に
関する調査や 2050 年までの長期的視点に立っ
たクリーン・コール・テクノロジーロードマッ
プの検討，革新的な CO2 分離・回収技術に係
る調査，主要石炭生産・消費国における石炭
関連情報の収集・分析等を行うとともに，化
石燃料利用に係る新技術に関する研究に関し，
石炭火力において CO2 回収設備が不要となる
ケミカルルーピング燃焼に係る技術開発を
行った。

ᶇ 原子力関連
　෱島第一原子力発電所事ނを౿まえ，さら

に高い水準の安全確保を図るため，原子力発
電所の安全対策高度化に活用し得る技術開発
プロジェクトを実施したほか，事ނ炉の総合
的な炉内状況把握の高度化，過ࠅ事ނ（シビ
アアクシデント）解析手法の高度化に関する
研究，シビアアクシデント時の安全系の機能
に関する研究等を進めた。また，෱島第一原
子力発電所事ނ後の国内原子力産業の動向や
国内外の人的過ޡ事象に関する調査等を行う
とともに，原子力発電所のഇࢭા置計画に係
る標準に関する調査検討，ӳ国における放ࣹ
性ഇغ物の再利用状況に関する調査，原子力
発電所ഇࢭા置の計画立案や実施，計画のプ
ロジェクトマネジメントを担う人材の育成に
関するॿ成等を行った。
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研究ॴのう͖͝
（平成 29 年４月２日〜７月１日）

˖ 第 12回理事ձ
日  時：６月５日（月）11:00 〜 12:00
場  所：経ஂ連会ؗ（５階）  503 号室
議  題：
 第一号議案　平成 28 年度事業報ࠂおよび決算に
    ついて
 第二号議案　 公ӹ目的支出計画実施報ࠂ書につ
    いて
 第三号議案 定時評議員会の開催について
 第四号議案 役員報ुの総ֹについて
 第ޒ号議案 役員ୀ৬金の支給について
 報ࠂ事߲ 常ۈ役員候補者選考委員会の結果
    について
　　　　　　 業務ࣥ行の状況について
　　　　　　 その他

˖ 第７回ධٞձ
日  時：６月 21 日（水）11:00 〜 12:00
場  所：経ஂ連会ؗ（５階）  503 号室
議  題：
 第一号議案　平成 28 年度事業報ࠂ（報ࠂ事߲）
    および決算について
 第二号議案　 公ӹ目的支出計画実施報ࠂ書（報
事߲）についてࠂ    
 第三号議案 役員の選任について
 第四号議案 役員報ुの総ֹについて
 第ޒ号議案 役員ୀ৬金の支給について
 第࿡号議案 評議員の選任について
 第ࣣ号議案 常ۈ役員候補者選考委員会委員の
    選任について
 報ࠂ事߲ その他

˖ 第 13回理事ձ
日  時：６月 21 日（水）14:00 〜 14:30
場  所：経ஂ連会ؗ（５階） 503 号室
議  題：
 第一号議案 代表理事および業務ࣥ行理事の選
 定について
 第二号議案 役員報ुֹについて

 第三号議案 役員ୀ৬金の支給について
 第四号議案 顧問の委৤について
 第ޒ号議案 事務局長の委৤について

˖�݄例研究ձ

第 366回݄例研究ձ

日　時：４月 28 日（金） 14:00 〜 16:00
場　所：航空会ؗ５階　501・502 会議室
テーマ：
 １ɽ平成 29 年度の供給計画の概要について
  （電力広域的運Ӧ推進機関　理事　ࣉ島　
  一希　氏）
　２ɽトランプ政ݖ஀生とシェール・ガス革命、
  シェール・オイル革命の最新動向  
  （和光大学 経済経Ӧ学部 教授 大学院研究科　
  委員長　ؠ間　߶一　氏）

第 367回݄例研究ձ

日　時：５月 19 日（金） 14:00 〜 16:00
場　所： 航空会ؗ５階　701・702 会議室
テーマ：
　１ɽサイバーフィジカルシステム実現に向けた
  IoT の動向とエネルギーマネジメントシス」
  テムへの応用
  （㈱ユビキタス 代表取締役社長ࠤ  野 勝大　氏）
　２ɽ電力システム改革の制度設計の展望
  〜新たに創設される市場の役割と課題〜
  （（一財）電力中央研究所　社会経済研究所　
  副研究参事　෰部　ప　氏）

第 36�回݄例研究ձ

日　時：６月 23 日（金） 14:00 〜 16:00
場　所： 航空会ؗ５階　501・502 会議室
テーマ：
　１ɽ電力貯蔵の動向と展望〜用途面と技術面か
  らの検討〜
　　 （（一財）エネルギー総合工学研究所　理事　
  ࿇池　޺）
　２ɽ圧縮空気エネルギー貯蔵システムの現状と
  今後の課題〜ҏ౾実証設備の紹介〜
　　 （ ㈱ ਆ ށ 製 ߯ 所 機 ց 事 業 部 門 開 発 セ
  ンター 開発企画室 室長 Ԑా　ߒ樹　氏）
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˖�֎෦発表

ʦ講演ʧ
発表者：内౻ 正則，ླ໦ ത之，マルコ ペリグリ
   ニ
テーマ：Melting Test of Penetrating Tube through 
   #WR-RPV #ottom Wall
発表先：8th European ReWiew Meeting on SeWere 
   Accident （ERMSAR2017）（於ワルシャワ）
日　時：５月 16 日〜 18 日

発表者：ాࡔ  興
テーマ：持続性社会構築に向けた水素の貢献可能性
発表先：無機膜研究センター産業化戦略協議会第
   ５回セミナー（（公財）地ٿ環境産業技
   術研究機構（RITE）主催）
日　時：５月 19 日

発表者：ాࡔ  興
テーマ：Power to Gas のケーススタディーと今後
発表先：再生可能エネルギーを用いた水素製造・
   利用（Power to Gas）の動向と経済性・
   展望（ ㈱技術情報センター主催）
日　時：６月 15 日

発表者：ాࡔ  興
テーマ：水素利用技術（化石燃料との共利用）
発表先：CCT ワークショップ 2017（（一財）石炭
   エネルギーセンター（JCOAL）主催）
日　時：６月 21 日

発表者：ాࡔ  興
テーマ：持続性社会構築に対する水素の貢献可能
   性
発表先：Pakistan Academy of Engineering
日　時：７月１日

ʦߘدʧ

寄ߘ者：࿇池　޺
テーマ： 圧縮空気エネルギー貯蔵システム（CAES） 
 の開発
寄ߘ先：h エネルギーと動力ʱ第 288 号（平成 29
 年य़季号）
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発表者：ਿ山 ণ広，৿山 ྄
テーマ：気ި工学 : 硫酸エアロκルは温ஆ化対策
  として使えるか
寄ߘ先：h 硫酸と工業ʱ６月号（硫酸協会）

˖ਓ事ҟ動

˓ 5 月 1 日付
（採用）
重留 義明　原子力工学センター主管研究員兼技術
 開発支援センター兼プロジェクト試験
 研究部

˓ 5 月 31 日付
（定年ୀ৬）
徳ా ݑত プロジェクト試験研究部部長（副主
 席研究員）兼技術開発支援センター

（ୀ৬）
ງ内ѥ紀子 原子力工学センター主任研究員兼経
 理部

˓ 6 月 1 日付
（৤託採用）
徳ా ݑত プロジェクト試験研究部部長（特任
 参事）兼技術開発支援センター

（異動）
Ԭా ӳढ़ プロジェクト試験研究部参事

˓ 6 月 12 日付
（৤託採用）
DaWide Concu  原子力工学センター৤託研究員

˓ 6 月 21 日付
（ୀ任・解৤）
一 専務理事兼事務局長兼技術開発支援ݑ ౻ࠤ
 センター長兼エネルギー国際標準
 （ISO）センター長
ా中 ོ則 常務理事兼原子力工学センター長プ
 ロジェクト試験研究部長
小野崎正樹 理事兼プロジェクト試験研究部長
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（解৤）
川 തඒ  参事兼事務局長代理ۄ
࿇池　 ޺ 研究理事
重政໻寿ࢤ プロジェクト試験研究部長兼務

（委৤）
一 顧問ݑ ౻ࠤ

（非常ۈ৤託採用）
ా中 ོ則 研究顧問

（৤託採用）
小野崎正樹 プロジェクト試験研究部部長
 （特任参事）

（ब任）
中ଜ޾一郎 専務理事
川 തඒ 常務理事兼事務局長兼総務部長ۄ
࿇池　޺ 理事兼プロジェクト試験研究部部長

˓ 6 月 30 日付
（出向解除）
太ా ३一 プロジェクト試験研究部 主任研究員
Տ੉ 和貴 プロジェクト試験研究部 主任研究員

（解৤） 
徳ా ݑত　特任参事

˓ 7 月 1 日付
（任用）
徳ా ݑত　研究理事（主席研究員）
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